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環境研究総合推進費「基礎自治体レベルでの低炭素化政策検討支援ツールの開発と社会実装に関する研究」(2019-2021）
（OPEN PROJECT ON SUPPORTING-TOOLS FOR MUNICIPALITIES TOWARDS DE-CARBONIZED SOCIETIES : OPOSUM-DS）

1．研究プロジェクトの背景



（1）長期的な対応が求められる課題に対する
バックキャスティング型政策形成

①従来の行政計画の時間的視野を超えた長期的な課題に直面しています。

②あるべき社会を実現するための社会的投資を計画的に行うことが必要です。

③あるべき社会像を社会の構成員と一緒に作り上げていく作業が求められています。

・長期的に人口減少・高齢化が進行する社会（2008年が人口のピーク、2040年に高齢人口が極大化）
・化石燃料をエネルギー源とする社会からの脱却（2050年カーボンニュートラル）

・都市域における介護・医療サービスの逼迫、地方域における生産年齢人口の減少への対応
・コンパクトな住まい方、まちたたみ、選択的集住
・集中的エネルギー供給から分散的エネルギー供給への転換
・建築物のZEB/ZEH（ゼロエネルギービル・ゼロエネルギーハウス）化、持続可能な形での再生可能エネルギー投資

・2040年や2050年という時間的視野で、どのような社会にしていくのかを、みんなで共有することが必要
・そのために、「なにもしない未来」を地域の未来予測で示し、「あるべき未来」を検討する作業が必要
・「気づきのための未来予測」の重要性

バックキャスティング型の政策形成

気づきのための未来予測の必要性

（2）脱炭素社会の実現

2021年10月にパリ協定事務局に提出された日本のNDC（国が決定する貢献）では、2050年カーボ
ンニュートラル目標を掲げるとともに、「2030 年度に温室効果ガスを2013 年度から46％削減す
ることを目指し、さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていく。」と定められました。

パリ協定における
国が決定する貢献

改正地球温暖化推
進法

2021年に改正された「地球温暖化対策推進法」において、「我が国における2050年までの脱炭素
社会（人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と吸収作用の保全及び強化により吸収さ
れる温室効果ガスの吸収量との間の均衡が保たれた社会をいう。）の実現」が法制化されました。

地方自治体での
2050年脱炭素宣言

遅くとも2050年までに脱炭素を実現することを宣言する地方自治体は、環境省によると、2022
年1月末までに、40都道府県、319市、15特別区、134町、26村の534自治体となっています。

① 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて行動する段階に至っています。

② 2050年にむけて「CO2ダイエット」を計画的に行う必要があります。
省エネ
再エネ

吸収固定

消費カロリーを減らす

低カロリー食品をとる

運動して贅肉を減らす

耐久消費財・建造物の更新に合わせた省エネ投資
地域の風土に応じた再エネ投資・植林等の推進

地方自治体が主
体的取り組むべ
き領域がある

③ 2030年までに脱炭素先行地域を少なくとも100箇所つくる計画です。
2021年6月「地域脱炭素ロードマップ」



（3）人口減少・高齢化に伴う地域課題の解決

「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答
申」第32次地方制度調査会答申、2019年6月26日
2040 年頃：人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える
「各市町村がその行政需要や経営資源に関する長期的な変化の見通しの客観的なデータを基にして
「地域の未来予測」として整理することが有用」

① 地方制度調査会が「地域の未来予測」の重要性を指摘しています。

③ 脱炭素社会の実現と地域課題の解決を同時に考えることが必要です。

脱炭素投資
による地方
創生効果

① エネルギーを購入するために域外に流出していた地域の富が域内にとどまる。
② 地域の事業者に新しい仕事が増える。
③ 地域で生み出された再生可能エネルギーを域外に販売できる。

② 脱炭素投資は地域課題の解決にもつながる可能性があります。

将来の人口規模に応じたコンパクトシティの実現、地域資源ポテンシャルを活用した地域循環共生圏の
実現など、脱炭素社会の実現と地域課題の解決を同時に考えることが必要です。

2．カーボンニュートラルシミュレーター
同封CD-ROM 「 」パスワード CNS2022CNSver1-2-6.xls 



https://opossum.jpn.org/news/2019/03/04/455/ メアドを入力すれば、パスワードが提供される仕組み。無料。

（1）カーボンニュートラルシュミレーターとは

自治体コードを入力すればそ
の自治体に関する人口予測や
各種統計データに基づき、当
該自治体の省エネ、再エネ投
資可能性を把握することがで
きるシミュレーター

その自治体の脱炭素の方策と
可能性を把握することができ
る。

（2）カーボンニュートラルシミュレーターの考え方

① 自治体の政策領域を想定して検討する。

民生部門（住宅やオフィスビル）、輸送部門、農林水産業部門、廃棄物処理部門での排出量の削減を主に自治体が担い、産業部門
（鉄鋼、石油化学など）、エネルギー転換部門（火力発電所など）での排出量の削減を主に国が担うという役割分担を想定して作成
した。

② 2050年の社会の姿を想定して、2050年までの省エネ投資機会をつかまえる
ことを検討する。

2050年脱炭素のためには、さまざまな投資機会を捕まえて、確実に脱炭素に適した建築物や耐久消費財が地域内に導入されるようにし
なければならない。
CNSでは、2050年の人口規模を想定して、2050年の住宅床面積、業務用ビル床面積、自動車台数などを推計し、その建築／導入時期別
に省エネ投資を行うことを想定する。

③ 2050年に存在すべき再生可能エネルギー供給量を想定して、バックキャス
トで検討する。
2050年までに省エネ投資によってもなお残るエネルギー消費量に相当する再エネ生産設備量を計画的に導入することを検討する。たとえ
ば、太陽光発電は耐用年数25年とすると、2050年の必要量を25分割した量を、2025年以降、毎年、導入することを想定する。



（3）カーボンニュートラルシミュレーターの使い方

カーボンニュートラルシミュレーター（CNS）では、自治体コードを入力すると、まず、現状のまま推移した場合のその自治体の
2050年の姿（人口、建造物、自動車台数など）を予測します。この2050年の人口は自由に入力することができます。CNSは、
2050年の民生部門（家庭・業務）、輸送部門（自家用・業務用）、農林水産業部門のエネルギー需要を推計します。なお、工場
などの産業部門、発電所などエネルギー転換部門については、国など広域的な取り組みが行われるものとして、CNSのシミュレー
ションの対象とはしていません。

CNSでは、2050年にその自治体の区域に建っている建造物の何％を、ゼロエネルギーハウス（ZEH）やゼロエネルギービルディ
ング（ZEB）にするのかを入力します。建築時期別に入力します。ZEH/ZEBは、建物断熱を強化し、省エネ機器を入れ、再エネ設
備を建物に付けることによって、その建物で消費されるエネルギー量以上のエネルギーを生み出す建物です。このため、建築物に
附帯する太陽光発電・太陽熱利用機器などは、ZEB/ZEH化の中で取り扱われます。
次に、CNSでは、2050年にその自治体で稼働する自動車量の削減比率を入力します。このとき、入力される削減比率は、公共交通
機関や公共的なモビリティの確保といった追加的な対策によって得られるものとなります。さらに、CNSでは、2050年に稼働する
自動車のうち何％が電気自動車になっているのかを入力します。電気自動車によるエネルギー消費については、民生用と業務用の
エネルギー消費量を増加させて対応しています。

ここまでで、2050年の民生部門・輸送部門のエネルギー消費量をどこまで削減できるのかを実感していただきます。そして、残る
エネルギー消費量については、それに相当するエネルギー量の再エネ導入ができるかどうかを検討していただきます。

再エネ種は、太陽光発電、陸上風力発電、小水力発電、地熱利用、木質バイオマス発電です。太陽光発電は、すでに開発されてい
る土地で低・未利用地に置くことを検討します。林地開発は対象としません。農地でのソーラーシェアリング（営農型太陽光発
電）は対象とします。建物上の太陽光発電はZEB/ZEHで取り扱います。それぞれの再生可能エネルギーのポテンシャルのうち何％
を実現するのかを入力してください。

以上の結果、省エネを努めてもまだ残るエネルギー需要に相当する再エネが域内で生み出されていれば「カーボンニュートラル達
成！」という表示がでます。自治体によって、この表示を出す容易さが異なることを実感していただければと思います。

一部の自治体においてはデータ欠損により、「カーボンニュートラル達成」の計算ができないところがあります。
今後のバージョンアップで対処して参ります。

（4）カーボンニュートラルシミュレーターの適用範囲

① 自治体内での職員研修ツール

② 市民参加の脱炭素ワークショップ

③ 中高生の環境・持続可能性教育ツール

部局横断的な職員研修をCNSで実施し、全庁的に取り組むきっかけとする。普及啓発だけで脱炭素ができないものであることを
認識したり、将来的に自治体間連携を進めることが必要であることを認識したりする契機となる。

温暖化対策実行計画を策定するプロセスで、CNSを用いた市民ワークショップを行う。2050年という長期的な脱炭素の必要性
やそのためのプロセスをこのワークショップで伝えてから、意見を出してもらうことによって、計画原案を公表してパブリック
コメントを求める場合に比べて、より深く、より幅広い意見を集めることができる。

中学校や高等学校での総合的な学習の時間などを活用して、CNSを用いた「脱炭素未来ワークショップ」を行う。このまま何
もしない場合の2050年の各自治体の姿を「未来カルテ」で伝達し、2050年の脱炭素の可能性をCNSで把握した上で、未来の市町
村長の立場から今の市町村長に政策提言をしてもらうのが「脱炭素未来ワークショップ」。2050年を自分ごととして考えられる
世代の気づきと行動促進につながる。



（5）自治体での計画策定にあたって留意すべきこと

① CNSは産業部門を除外していること

② 計画策定にはさらなる具体化が必要であること

③ 今のCNSは2030年の中間目標の算出ができないこと

CNSでは、国と地方の役割分担の考え方に沿って、農林水産業以外の産業部門のエネルギー消費量は対象としていない。実際の
計画策定に当たっては、産業部門のエネルギー消費量分についても、脱炭素を図るよう働きかけるとともに、その対策効果を把握
することが必要となる。

CNSは、全自治体について概算するものであり、実際の自治体での計画策定に当たっては、建築物の更新時期を各自治体が保有す
る建築確認情報に基づいて把握するなど、さらなる具体化が求められる。また、CNSでは、面的な街づくり対策（コジェネを活用す
る脱炭素街区の拡大など）、家庭の耐久消費財の買い換え対策（古い冷蔵庫・エアコン・照明などを買い換えて省エネを行うなど）、
廃棄物処理場での熱回収などの脱炭素対策、剪定樹・食品などバイオマス廃棄物の有効利用などさまざまな対策が盛り込まれていな
いので、各自治体の状況に応じた対策メニューの追加が必要となる。

今のCNSでは、2030年の中間目標の算出ができないため、次に公表するバージョンでは中間目標の算出ができるようにする予定。

カーボンニュートラル・シミュレーターの構造

人口・世帯数・就業者人口

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」による2020年から2045年までの自治体別人口予測
における、各自治体の男女5歳区分別の人口推移の傾向を2050年に延長し、集計することによって各自治体の2050年人口を推計。
ただし、シミュレーターにおいて2050年人口は自由に設定することが可能であり、各自治体の人口ビジョン目標に沿った人口などを入れて
も構わない形としている。各当市町村が属する都道府県の1世帯当たり世帯人数の傾向を2050年まで延長し、2050年の当該市町村の1世帯当
たり世帯人数を推計する。2050年の人口をこの値で除して、2050年の各市町村の世帯数を推計する。将来の就業者人口は、2015年の男女5
歳区分の就業者人口比率を、当該市町村の将来の男女5歳区分人口予測に適用して、算出する。なお、福島県の人口予測については、国立社
会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」による福島県の2040年までの人口予測を、2010年国勢調査人
口で各市町村に按分し、そのトレンドを延長する形で各自治体の2050年人口を推計した。

エネルギー消費量（家庭部門、業務部門）
「2019年全国家計構造調査」における経済圏別の月消費支出に、各市町村を対応させて、各市町村の月あたりの消費支出額、電気代、ガス代
を把握。一方、各市町村のエネルギー消費量は、永続地帯研究で算出した値を使用。永続地帯研究では、以下のように算出。資源エネルギー
庁の「都道府県別エネルギー消費統計」(2017 年度の確定値)の都道府県別の民生(家庭、業務)部門の年間電力使用量データを、「家庭用」に
ついては2015 年10 月の国勢調査の世帯数を住民基本台帳での世帯数の変化率で補正した値で、市町村に按分。「業務用」および「農林水産
業」については、業務部門の従業員数(平成26 年経済センサス基礎調査の業種大分類F,G,I～S の13 分類)で、それぞれ市町村に按分。2050年
の家庭部門のエネルギー消費量は、当該市町村の2015年人口と2050年人口の変化率に応じて、変化させる。2050年の業務部門のエネルギー
消費量は、当該市町村の2015年就業者人口と2050年の就業者人口の変化率に応じて、変化させる。

エネルギー消費量（運輸部門）
市町村別自動車保有台数（自動車検査登録協会）と市町村別軽自動車保有台数（全国軽自動車協会連合会）により、現状の保有台数を把握す
る。国土交通省の「自動車燃料消費量調査」によって、自家用・営業用の都道府県別・燃料別の走行距離を把握し、各都道府県の保有台数に
占める当該市町村の保有台数で按分して、各市町村の自家用車と業務用車の燃料別走行距離を推計する。将来の走行距離については、自家用
車は将来の人口予測に応じ、業務用車は将来の就業者人口予測に応じて、それぞれ現状値を変化させて推計する。なお、2050年までの自動車
走行量の政策的な削減比率を選択できるようにしている。



建造物（業務用建物）

平成30年法人土地・建物基本調査に基づき、工場内及び工場外での1法人当たり建物総床面積を、業種別に算出し、経済センサスから得た当
該市町村の産業分類別企業数を乗じて、当該市町村の法人所有の工場内及び工場外の建物床面積を推計する。なお、工場外の建物床面積から、
住宅相当分は差し引く。将来の就業者人口に応じて、2030年、2040年、2050年に必要となる法人所有非住宅建物床面積を推計する。次に、
法人土地・建物基本調査によって、業種別の工場内及び工場外の建物の建設時期を把握し、建築後41-50年の建物の40％、建築後51年以上の
建物の60％が滅失するという仮定で、すでに建設されている建物であって、2030年、2040年、2050年に滅失する建物床面積を推計する。一
方、建築着工統計調査の居住専用住宅及び居住専用準住宅以外の床面積合計の値を過去5年度分について平均し、当該市町村の就業者人口予
測に合わせて変化させた値を10倍し、2020年台、2030年台、2040年台に新設される非住宅床面積を推計する。現状の床面積から、各年代に
滅失する床面積を差し引き、新設される床面積を加えて、2030年、2040年、2050年に存在する非住宅床面積を推計する。存在する非住宅床
面積が、必要非住宅床面積を下回る場合には、その差分が新設されると考えて、各年に存在する非住宅床面積を必要非住宅床面積に合わせる。
存在する非住宅床面積が、必要非住宅床面積を上回る場合は、必要非住宅床面積分が稼働するものと考える。このとき、新設された非住宅床
面積を稼働する非住宅床面積（必要非住宅床面積）に優先的にカウントする。

建造物（住宅）

2015年の各市町村の世帯数と住宅床面積（平成30年住宅・土地統計調査）の比率を算出し、将来の世帯数予測に適用することによって、
2030年、2040年、2050年の必要住宅床面積を算出する。次に、現状の住宅の建設時期を平成30年住宅・土地統計調査によって把握し、建築
後41-50年の住宅の40％、建築後51年以上の住宅の60％が滅失するという仮定で、2020年台、2030年台、2040年台に滅失する住宅床面積を
推計する。一方、建築着工統計調査の居住専用住宅及び居住専用準住宅の床面積合計の値を過去5年度分について平均し、当該市町村の人口
状況に合わせて変化させた値を10倍し、2020年台、2030年台、2040年台に新設される住宅床面積を推計する。現状の床面積から、各年代に
滅失する床面積を差し引き、新設される床面積を加えて、2030年、2040年、2050年に存在する住宅床面積を推計する。存在する住宅床面積
が、必要住宅床面積を下回る場合には、その差分が新設されると考えて、各年に存在する住宅床面積を必要住宅床面積に合わせる。存在す
る住宅床面積が、必要住宅床面積を上回る場合は、必要住宅床面積分が稼働するものと考える。このとき、新設された住宅床面積を稼働す
る住宅床面積（必要住宅床面積）に優先的にカウントする。住宅・土地統計調査の対象外の自治体の住宅建設時期については、同調査の各
県集計値から、対象自治体の集計値を差し引いて、対象外自治体の概算値を導き、それを対象外自治体の人口比で按分した。また、対象外
自治体の1住宅当たりの平均床面積は、当該自治体が属する都道府県値とした。

風力・水力・地熱・バイオマス

風力（陸上風力）・水力（中小河川水力）・地熱（フラッシュ/バイナリー発電）、太陽熱、地中熱については、環境省の再生可能エネル
ギー情報提供システム（REPOS）から得られる市町村別ポテンシャルデータを上限として、その獲得比率を入力する（太陽熱はレベル3）。
バイオマスについては、林野庁の樹種別齢級別面積（平成29年3月31日現在）を用いて、都道府県別の人工林齢級別面積を把握し、10齢級
（46年-51年生）以上を伐採齢級とし、5年当たり10％を伐採・植林する仮定で、年間の伐採量を推計する。そして、その半分を木質チップと
してエネルギー利用する場合に得られる熱量を上限として、その獲得比率を入力する。

住宅・業務用建物以外の太陽光発電

住宅・業務用建物に附帯する太陽光発電については、ZEB/ZEH化の一環として処理するため、その量を入力しない。その他の既開発土地で
あって、低利用土地（駐車場、資材置き場、貯水路・水路、利用できない建物、空き地）の面積については、平成30年法人土地・建物基本
調査に基づき、業種別の1法人当たり保有面積を把握し、経済センサスから得た当該市町村の産業分類別企業数を乗じて、当該市町村の法人
所有の低利用土地面積を推計し、これらへの導入比率を入力する。また、農地におけるソーラーシェアリングについては、当該市町村の耕地
面積・耕作放棄地面積を、農業センサスから把握し、その導入比率を入力する。なお、林地については、野立て太陽光の対象としない。

産業系の取扱いについて

このシミュレーターでは、工場・発電所におけるエネルギー消費量を対象としていない。これらの部門については、国の産業政策の一環とし
て、脱炭素化が進められるという前提で、自治体のカーボンニュートラル政策の範疇からひとまず区分したものである。しかしながら、各自
治体は、これらの部門において脱炭素化が進められているかどうかについて、地球環境保全協定の締結、報告書の提出などの施策を通じて、
毎年確認することが求められる。

対象としていない再生可能エネルギーについて
洋上風力発電、畜産系・下水処理場などのメタンを活用した発電、波力・海流・海上温度差などの海洋エネルギー利用は、このシミュレー
ターには含まれていない。今後、拡充していく可能性がある。



3．未来カルテ
同封CD-ROM 「 」miraikarte2050-ver1-5.xls 

（1）未来カルテとは

自治体別に、このままの傾向が2050年ま
で続いたとしたら、どのような社会にな
るかをさまざまなグラフで示すもの。
「気づきのための予測」

未来カルテには、人口、産業構造、保育・教育、医
療・介護、公共施設・道路・住宅、農地・農漁業、森
林・林業、再生可能エネルギー、財政といった項目で、
このまま推移した場合の将来が視覚化されています。
自治体コードを入力するだけで、全国1741の自治体の
未来カルテが発行されます

JST/RISTEXの研究プロジェクト「多世代参加によるストックマネジメント手法の普及を通じた地方自治体で
の持続可能性の確保」（通称：OPoSSuM：Open Project on Stock Sustainability Management)の成果物として
「未来カルテ発行プログラム」を無料公開しています。http://opossum.jpn.org/



（2）未来カルテの内容
未来カルテでは、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の市町村別人口予測（中位推計）をもとに、各自治体の2050年の人口・年齢
構成を予測。直近の国勢調査データによる当該市町村の男女5歳区分別の就業者人口比率を、2050年の男女5歳区分別人口に適用し、2050
年の就業者人口を予測。保育・教育対象となる子ども人口は社人研予測から、要介護者数は直近の当該自治体の65歳以上男女5歳区分別
の要介護者比率を将来の年齢構成に適用して予測。患者数は、全国の男女5歳区分別患者比率の傾向を将来の年齢構成に適用して予測。
農地、人工林、公共用建物、道路は現状量を維持するものとして、維持管理費を予測。産業別就業者人口は、2000年以降の当該自治体の
産業別就業者人口の傾向を延長して予測。

未来カルテ
2050に掲載さ
れている情報

項目 情報の内容

人口 当該市町村とその市町村が所在する都道府県と国について、2050年の人口（年少人口、生産年
齢人口、65歳以上人口、75歳以上人口）と2015年からの変化率。当該市町村の2015年と2050年
の男女別年齢構造

産業構造 2015年の当該市町村の産業大分類別就業者人口と比率、2050年の当該市町村の産業大分類別就
業者人口と比率、2015年、2030年、2040年、2050年の当該市町村の年齢別産業構造

主要産業 当該市町村の農業・建設業・卸売業小売業・医療福祉・教育学習支援業・製造業・公務・宿泊
飲食サービス業の2015年、2030年、2040年、2050年の年齢別就業者数と総就業者数

保育・教育 当該市町村の保育教育対象児童数、小学生数、中学生数と幼稚園教員・保育士数、小学校教員
数、中学校教員数の2050年までの5年刻みの推移

医療・介護 当該市町村の患者数、病床当たり入院患者数、医師一人当たり患者数の2050年までの5年刻み
の推移。当該市町村の要介護者数、特別養護老人ホーム定員と要介護3以上の人の割合、介護
士一人当たり要介護者数、認知症患者数の2050年までの5年刻みの推移

公有財産・道
路

公有財産建物床面積の実績（2011から2017）、道路面積の実績（2011から2017）、一人当たり
公有財産建物維持管理費と道路維持管理費の2050年までの5年刻みの推移

住宅・住宅供
給可能性

当該市町村の既設住宅床面積と必要住宅床面積の2050年までの10年刻みの推移

廃棄物 当該市町村の一人1日当たりごみ排出量とリサイクル率の実績（2012から2018）

エネルギー 当該市町村の再生可能エネルギー供給量の実績、地域的エネルギー自給率の実績（2012から
2018）、既開発土地などにおける太陽光発電設置可能面積概算

農地・農林業 当該市町村の食料生産量と食料自給率、農漁業販売額の実績、農家一人当たり耕作面積の2050
年までの5年刻みの推移、林業人口と人工林面積・樹齢からみた必要林業人口の2050年までの5
年刻みの推移

財政 当該市町村の歳入と歳出の実績（2014－2018）と2050年までの歳入と歳出の5年刻みの推移



（3）未来カルテの使い方
１．最初のページの右上の黄色いセルに、自治体コードを入力してください。自治体コードは、「市町村コード」タブで確認することがで
きます。なお、全国の集計値は50、人口集中市町村の集計値は51、過疎市町村の集計値は52で参照できます。ただし、これらは、政策ケー
スの選択はできません。
２．定年延長ケース、若者回帰ケース、出生率向上ケースの3種類の政策ケースを選択することができます。定年延長ケースは、60-64歳の
就業者割合を55-59歳と同じとし、その後の世代の就業者割合をなだらかに引き上げた場合です。若者回帰ケースは、「5年前の20-24歳と5
年後の25-29歳」の回復割合を通常ケース（社人研人口予測準拠ケース）よりも10％向上させた場合です。出生率向上ケースは、15-39歳の
女性の5％が次の5年間に通常ケースよりも1人多く出産する場合です。
３．政策ケースは、各ページの「ケース選択」欄に、2：定年延長ケース、3：若者回帰ケース、4：出生率向上ケースの数字を入れること
によって選択できます。選択後は、入力数字をクリアしてください。どこかの「ケース選択」欄に「1」が入力されていれば、通常ケース
になります。「2」「3」「4」の数字が同時に入力されていれば、「2」＞「3」＞「4」の順に優先されます。なにも入力されていない場合
は、通常ケースになります。
４．一番左のセルにカーソルを合わせてスクロールすれば、みやすいです。

５．２ページ目、「年齢構成」のグラフの横軸は自動調整となっています。同じ横幅にするためには、グラフの横軸をクリックして「軸の
書式設定」-「軸のオプション」で、「境界値」の「最大値」を揃えてください。
６．「産業構造（2015）」、「産業構造（2050）」のグラフの吹出しは自動調整となっています。みやすい位置に調整願います。
７．「年齢別産業構造（2015）」～「年齢別産業構造（2050）」のグラフの縦軸は自動調整となっています。同じ縦幅にするためには、グ
ラフの縦軸をクリックして「軸の書式設定」-「軸のオプション」で、「境界値」の「最大値」を揃えてください。
８．「農地・農漁業」の「食料生産量」「農漁業販売額」のグラフの吹出しは自動調整となっています。まず、円グラフを右クリックして
「データの選択」を選び、右の列で「０」となっている項目について、「横（項目）軸ラベル」のチェックを外してください。その後、吹
出しを見やすい位置に調整願います。

９．「エネルギー」の「再生可能エネルギー設備の推計供給量」の円グラフと、太陽光設置可能場所の円グラフは自動調整となっています。
まず、円グラフを右クリックして「データの選択」を選び、次のページの表で「０」となっている項目について、「横（項目）軸ラベル」
のチェックを外してください。その後、必要に応じてパーセントを見やすい位置に調整願います。

4．未来ワークショップ



未来ワークショップ

未来カルテを用いて、地域の将来を担う中高
生や若手社会人に、このまま推移すると2050
年になにが起こりうるかを伝え、未来市長と
して、政策提言を考えるワークショップ

2015年に千葉県市原市で最初に開催。

上総牛久の
未来地図

現市長と未来市長の記念写真

まちあるき
とワーク
ショップ

市原市の中学三年生主体の班の成果物

にしのおもて
未来ワーク
ショップ

2018年8月29日＠鹿児島県西之表市
中学生15人、高校生22人参加

22
現市長からの挨拶
を受ける未来市長



現市長に提言する
未来市長（上右）

全体記念写真（下
右）

模造紙を囲んでア
イディア出しを行
う（下左）

当日の成果物

午前中に未来カルテ情
報などをインプットし、
午後に未来市長が直面
するであろう課題の書
き出し（左半分）と、
それを回避するために
今から行うべき政策の
書き出し（右半分）を
行う。政策については、
他の班の気に入った政
策に「いいねシール」
を貼って相互評価する。



空き家をリフォームして活
用する

空き家でフリマをする

空き家を観光客が来るよう
なお店やカフェにする

ごみ拾い

様々な伝統について詳しく
書いた本をつくる

種子島についての劇などを
する（ 島民向け）

授業で（ or遠足） 種子島に
ついて学ぶ

伝統芸能に興味のある人に
呼びかける

祭りなどのイベント で語り
べさんを雇う

学校の学習に取り入れる

耐震構造の建物に変える
災害マップを市の各場所に
設置する

被害を最小限にとどめる

親にとってうれしいサービ
スをする

出生手当てを出す

年間で子供を育てるための
補助金を出す

台風発電

エネルギーの節約

風力発電を増やす

種子島を都会みたいにする

店ができてほしい

楽しい島にする

地域の人たちどうしの交流
の場をふやす

他県との交流や関わりを増
やす

働ける高齢者を増やす

医療系の大学に進学する島
出身者に補助金などを作る

学校などで産業に興味をも
てるような授業をする（ 島
民向け）

学校で医療とか介護の資格
をとれるようにする

種中、種高を県上位レベル
の進学校にする

教育環境（ 学校の設備） を
もっと良くする。若者の減
りも少なくなる。

小・ 中学校のへん差値UP

外国の方をたくさん受け入
れるために、語学をめっ
ちゃする

バス、船など交通の便を増
やす

バスを増やす（ そして値段
をもっと下げる）

交通きかんの充実

島内の移動をしやすい環境
づくり

みなとから観光地までの道
を分かりやすく示す

ハザード マップをもっと多
くの人に知ってもらうべき

事前にかんづめやカップ
ラーメンなどを備えておく

市から防災グッズを支給す
る

島で結婚する人を補助する

婚活を開く

一人あたり ２ ～３ 人子ども
を産む

子どもの多い家族に市から
贈物などを送る

チェーン店をつくる（ マッ
クとかミスド とか）

学生が遊べる場所をつくる

中学校の体育館、校庭など
を休日貸し出しOKにする。
貸し出してるとこをふやす

介護の求人を増やし職場も
増やす→こどく死（ 小） 人
手不足（ 小）

島外にも介護士の求人票を
だす

病院と老人ホームなどを合
併し広くする（ １ つのとこ
ろに集まることで、人員の
負担も少しへる）

地域のものを食べる
種子島内で８ 割の食べ物を
自給できるよう野菜の輸出
入はやめる

島の郷土料理を安価で食べ
られる場所をつくる

働きたい人を島外から募集

ひとを島外から呼び込む
大学卒業後、島に帰ってく
る

学校などで種子島の歴史に
ついて講座をする

みんなでご飯食べにいく

外食したくなるようなイベ
ント を設ける

島の歴史を知るイベント を
行う

おじいちゃん、 おばあちゃ
んによる、 昔話をきくきか
いをもうける

劇などで種子島弁を用いる

冬を代表する祭りを新しく
始める

月に１ 回種子弁dayを作る

学校などにイベント や行事
の情報を流す

一人暮らしの高齢者を支援
する制度

高齢者を集め、地域ごとに
1ヶ月に1回マスゲームや
ゲート ボールなど高齢者の
会をつくる

○才以上は一人暮らしをな
るべくしないなどのきまり
をつくる

月に1回は、 高齢者と若い
人がふれあうイベント を開
けば、こどく死がなくなる

近所の高齢者と親しくなる

簡単なインターネット 機器
の宣伝＆使う時のサポート

年に数回、 募金活動を行う
→それを税金などにあてる

木を植える

各家々で使わなくなったも
のを集め、 市主催のフリー
マーケット を開く

３ Ｒ をてっていする

市全体の取り組みで、バイ
オマス発電に使える作物の
残りのカスを集め発電する
施設をつくる

１ 市２ 町合併する

空き家はこわす

例えば、 榕城の人口が多
く、 現和が少ない場合は、
榕城の人の２ 、 ３ 割が現和
に住む

島内⇔島外の移動手段を増
やして観光客UP

種子島と鹿児島本土をつな
ぐ橋を作る

中高生限定でタクシー半額

自動運転

東京⇔種子島、大阪⇔種子
島など直行便の船（ 飛行
機） を作る

飛行機で旅行しやすいよう
にする

どんがバスの活動範囲拡大

種子島の農作物をブランド
化する

広い土地を活かして光で野
菜を育てる施設をたくさん
作る

ふるさと納税でもっと他の
県の人から納税してもらう

芸術家を呼び込み、生活支
援を行う（ 副業で農業をし
てもらう）

全国の農大の農業をしたい
人に受け入れ先として宣伝
する

持ち手のいない空き家に絵
をかき、 観光地化

空き家を壊してショッピン
グセンターや新しい施設を
たてる

空き家を他のものに利用し
て、 空き家を減らす

空き家を活用した宿を作成

空き家を服屋さんなど若者
向けの店にする

文化的魅力を利用したイベ
ント の実施

祭りを増やす

島に帰って来たくなるよう
な建物や祭りを作る

熊毛地区合同観光ツアー

文化財のPR
知名度をもっともっと上げ
る

聖地巡礼を活用したツアー
の実施

子どもが遊びに行ける施設
を作る

新しい仕事を取り入れる

将来子供がつきたいと思う
仕事を増やす

「 子育てしやすい町」 とし
てアピールする　医療費を
少なくするとか

出産するたびに補助金を与
える

宇宙開発に関する学科の設
置

ラ・ サールみたいな進学校
を作る

海岸せいそうの呼びかけを
行う

放棄ゴミの回収

持続可能商品を作り、 ゴミ
の削減 紙・ 布・ ちゅう芥類のリ

デュース制度をつくる

温暖化を防ぐために、 ごみ
の後始末などをしっかり行
う

農業廃棄物のエネルギー利
用（ 再生可能エネルギー）

移住者へ種子島ならではの
面白い特権を与える

移住者が生活しやすいよう
に町をつくる

移住者が増えるような取り
組み

防災マップなどを配る

災害について意識を高める

エネルギー自給率の引き上
げ

地産地消の推進

市の予算の見直し

温室効果ガスのはたらきや
対策をまとめたフリーペー
パーの制作

高齢の年齢を引き上げて、
元気な、 おじいちゃん、 お
ばあちゃんは働かせる

種子島のことを他の地域の
人にもっともっとアピール
して、移住者を増やし、人
手不足を解消する

鹿児島本土と種子島の間に
橋をかける

もっと市で動いているバス
を活用する

船の運賃代は、所得が高い
人ほど値段が高くなる制度
にする

鹿児島を安く往来できるよ
うにする

自動運転

授業のやり方を変える！た
だ先生の話を聞くだけでな
く、 グループになって、 自
分の考えを相手に伝える方
法の授業にする

子供が多い家族には、 たく
さんの補助金を与えるよう
にする

防災訓練をもっと定期的に
強制的に行い、皆の意識も
高めるようにする

地域活動でのボランティア
（ 海岸せいそう）

プラスチックを使わずに、
飲み物を買う時は、 マイボ
ト ルを持ち歩いて、 量り売
り制度にすると、資源の節
約になる

市長が、 財政の使い道につ
いて、市民に分かりやすく
伝え、市民の意見を聞いて
調整する

現在の財政の見直しをし、
無駄な費用を見つけ出す

全国から高いお金で人を
雇って、 伝統・ 郷土芸能を
継がせる

新しい踊り をつくる

種子島の伝統をもっと知っ
て興味をもつ

建物が老朽化しないよう定
期的にチェックをし、修理
も行う

空き家を利用して介護施設
を建てる

馬毛島をアメリ カの軍にあ
げるのではなく、 再生可能
エネルギーである太陽光、
風力、潮力を使った発電所
を作ったら、地球温暖化対
策にもつながると思う

種子島の強い風を利用し
て、 風力発電に力をいれて
いく

水力発電をまたつくる

防災無線がすべての家庭に
まわっているわけではない
ので、各家庭につけること
でつながりも強くなると思
う

種子島のPR動画を作る

高齢者のつながり をふやす
ための交流会や地域活動を
する

地域のイベント を増やし
て、 積極的に参加するよう
に呼びかける

高齢者と若者で文化交流

イベント を増やし、 人々の
「 つながり」 を保つ

体験移住をもっといろいろ
な種類で行う（ 例） 農家移
住、 漁師移住

子供がいる家庭を超優遇す
る

ボランティアをし、ごみ拾
いなどを積極的にして、自
然を守る

みんなでごみ拾いをする

地域の文化を子孫へとつな
いでいく

観光客に対して島の文化を
体験してもらうツアーを行
う

建物をふやす

ゲーム機を少なくする

宿泊施設として貸し出す
無料で貸し出す

空き家の使える木材を次、
家を作るときにつかう

空き家をなにかに利用する
空き家をだれでも使える
きゅうけい所などにする

移住者に使ってもらう

空き家を壊す

老人ホームにロボット を導
入する

老人ホームをもっと多くの
人が使える広さ、 設備にす
る

土地の値段を安くして農業
をしやすくする

土地、道具を貸し出して農
業をはじめやすくする

70才以上になったら人々
は、 農業以外の仕事をして
はいけないという義務をつ
くればいい

海やロケット など、種子島
の良いところをもっとPR
し、 人口増加につなげる

種子島をいろいろな文化の
「 聖地」 として観光地化す
る

映える場所などを作り 、 若
者の観光客を増やす

種子島の知名度を上げる
（ SNSで）

バスの値段を安くする

歳入を増やす（ 資源をつ
かって収入を増加）

ふるさと納税を充実させる

フリーマーケット を行う

いろいろなところにごみ捨
て場（ ごみ箱） を設置する

リサイクルごみを出さない
レジ袋を廃止してマイバッ
クを使う

ペット ボト ル禁止　水とう
を持つ

室内での冷房の設置

災害の備えをする

一人一人の災害への意識を
高めさせるために、 学校以
外でも避難訓練をする

災害に備えて、 ひなん場所
などをはあくしておく

伝統工芸品などの体験活動
を行い、 後継人を探す

文化財をPRする動画をつく
る

文化財の模型をつくり、 お
みやげの店に置いておけば
よいのではないか

学校などで種子島の伝統な
どを体験させ、興味をもた
せる

祭りなどで若い人を中心に
毎回行うようにする

種子島でも他の県のよう
に、 ツアーを行えばよいの
ではないか？（ 例） 歴史ツ
アーなど

ＶＲ を使う３ Ｄ で歴史を体
験

郷土芸能をひろうしたりし
て有名にする

体育大会とかで文化がなく
ならないようにする

伝統芸能や文化財などをど
んなものなのか説明して、
受け継いでくれる人を探す

移住してもらうためにもっ
と種子島のよさを発信する

移住者の誘致（ 特にサー
ファー）

子供を育てやすい町を作り
子供連れの移住者をふやす
（ 自然での遊び。種子島で
しかできない教育などをす
る）

移住・ 定住の呼びかけ

風力発電と太陽光発電を一
緒に行えばよいのではない
か

再生可能エネルギーの使用
を増やしていく

水素ステーションの導入

バイオマス燃料などの研究
をできるだけ早くし、 ごみ
など利用して電力をつくる
→ごみ、 資源利用の減少

種子島の特産品をもっと全
国に宣伝する

日本語の看板と外国語の看
板を別に作ればよいのでは
ないか

種子島のアピールできる所
を見つけ、 宣伝する

種子島に来る人々の目的を
しっかり と把握し、多かっ
た目的を改良したり、 もっ
と宣伝したりする

地域の人々で協力し、 高齢
者の家をまわる

一人暮らしの高齢者の家に
挨拶に言ったり、 会話した
りする

高齢者のコミュニティをつ
くってつながり を保障

老人の交流イベント を行う

70代以上の人用の交流セン
ターを作るのがよいのでは
ないか

地域での交流をふやす

退職する年齢を決めない

高齢者に自宅での仕事をす
すめればよいのではないか

高齢者って働きたいのか、
意向調査 高齢者の家へホームステイ定年退職をなくす

種子島高校に宇宙開発コー
ス

特別な学科をつくる専門学校をつくる

種子島に介護士の学校をつ
くる

種子島に帰って来て働くこ
とを条件の進学援助

固定的な経費を減らす

ごみを減らしてごみ処理費
用を削減

自宅で介護を行い、定期的
に介護士が訪問するように
したらよいのではないか

介護士の給料を高くする

在住者にどんなものを作っ
てほしいかのアンケート を
行えばよいのだろうか

中学3年生に仕事について
の会を開けばよいのではな
いか

捨てているものをたくさん
分別してリサイクルする

３ Ｒ の促進（ リ ユース、 リ
デュース、 リサイクル）

家に１ つの植物を植えるこ
とを義務づければよいので
はないか

戦争を体験した高齢者から
の話をしてもらう

1年に1回、 学校で戦争につ
いての授業を行えばよいの
ではないか

健康に年を重ねられるよう
な支援→介護が減る、高齢
化が進んでも医療費減、労
働力確保

空き家で高齢者による○○
教室、〇〇体験

大字地域に大規模な集合住
宅を作り 、 一人暮らしの高
齢者を住まわせる

屋内スポーツ施設（ プー
ル、 サッカー、野球など）
を建設し、観光客を増やす

空き家に一人ずつ妖怪を住
まわせるツアー化を図る

空き家の有効活用→外国人
向けの宿泊施設

空き家でカフェ＋種子島の
無形文化財

学校の中で行事に取り組む
時間をつくる

種子島の子どもが種子島に
ついて学ぶ場を増やす

伝統芸能を広める→興味を
高める→後継者（ SNSな
ど）

種子島婚活週間を作る
（ バッジをつけている人に
は声かけ自由）

定期的な出会いの場（ サロ
ン的な） →結婚→出産？

島外からのお見合い。 嫁い
でもいいなと思える安定し
た生活

大学の設立

さとうきび→エネルギー工
場→エネルギー確保
→雇用

空き地を活用し、大規模農
場会社の設立

先進アイデアを社会実験す
る島にする（ 視察客も増え
る） 「 島ルール」

自動運転やＡ Ｉ の特区化で
実証試験を行い、 交通や人
手不足の解決

飛行機や船の無人化、自動
運転

セグウェイ等のパーソナル
モビリティ機器の活用特区
（ 公道解禁）

子連れ型研修システムの導
入（ 運転免許、 介護ヘル
パー等）

ロケット 産業の創出に向け
た取り組みをする

自治体出資のエネルギー会
社設立（ 自治体新電力）

バガス等を活用し、 高速
船・ フェリーを運転する。
技術開発

島内の交通をもっと便利
に。 ・ 観光客・ 職の増加

大隅半島と種子島を橋で結
ぶ

高速船の利用の少ない便を
割安にする

「 馬毛島から泳いで来よ
う」 イベント の開催

バーチャル市民。 電子市民
制度。旅行者や訪問者を準
島民として、 交流人口や観
光客をふやす

島外・ 海外の人にも分かり
やすい看板・ パンフレット
を作成

観光客増→①飛行機や高速
船もなくならない②財源も
確保

台風発電（ 集風型建築等と
ハイテク蓄電）

波力or潮流発電と波の静か
な海水浴場

温泉を掘って、 地熱発電も
やる

風力発電を各家庭で台風の
際の緊張電源

再生エネルギー利用の技術
開発

出会い 出生・子育て

Uターン

移住・定住

看護・ 医療の短期大学を設
置

高齢者

高齢者労働

老人ホーム

介護医療人材

高齢者のつなが
り

教育

新設

質の向上

人口

観光地に行くバスの便をつ
くる

交通

島外と 島内 実験

空き家

活用する 壊す

職業・産業

平
和

地域・歴
史

屋久島とタイアップした観
光　登山客→流れるような
ex)高速船は必ず種子島経
由

農業

産業

エネルギー

バ
イ
オ
マ
ス

風
力

温暖化

施設

スポーツ

リサイクル

２Ｒ

３Ｒ

清掃 防災

財政

つながり

地産地消

伝統 観光

その他

社会人チーム

6班（高3女,高2男,高2女2,中３男,中1男）

1班（高2男,高2女3,中３女,中２男,中1男）

2班（高2男,高2女3,中３女,中1男）

3班（高3男,高2男,高2女2,中2女,中1男）

4班（高2女3,中３男,中２女,中1男）

5班（高3男,高2女2,中３女,中２男,中1男）

ＰＲ

出された提言一覧

出された政策提言をと
りまとめた資料を研究
者側が作成したもの。

やちよ未来ワークショップ（2016年11月）参加者数20、回答数19 たてやま未来ワークショップ（2017年8月）参加者数43、回答数43
まつど未来ワークショップ（2017年10月）参加者数22、回答数22 くじゅうくり未来ワークショップ（2019年9月）参加者数12，回答数12

未来ワークショップ参加者事後アンケート結果

事後アンケートで
「参加したことで、
前よりそう思うよう
になった項目」を複
数回答で聞いたとこ
ろ、市に貢献したい、
市の問題を知りたい、
いろんな人と協働で
きる、協働が効果的
という項目を選ぶ参
加者が多いことがわ
かっている。



にしのおもて未来ワークショップでの事前／事後アンケート結果より抜粋
（2018.8.29 中学生15名、高校生22名参加）

栗島英明・谷田川ルミ・中井美和「にしのおもて未来ワークショップ報告資料」2018 年11 月6 日

にしのおもて未来ワークショップでの事前／事後アンケート結果より抜粋
（2018.8.29 中学生15名、高校生22名参加）

栗島英明・谷田川ルミ・中井美和「にしのおもて未来ワークショップ報告資料」2018 年11 月6 日



東北大学大学院環境学研究科における実験ワークショップ（2017
年7月13日）

未来ワークショップの効果を確認するために、東北大学大学院環境学研究科集中講義「先進
社会環境学演習Ⅰ」の受講者41名（おもに理系）を対象に実験ワークショップを行った。

未来カルテ説明前の政策提言と説明後の政策提言の内容を比較するものである。

ワークショップの進行
アイスブレーク（マトリクス自己紹介、並び替え）
仙台市長に提言したいことのアイディア出し、とりまとめ
仙台市の未来カルテの説明（項目ごとにメモ取り時間を設ける）
未来カルテを踏まえて仙台市長に提言したいことのアイディア出し、とりまとめ

＜アイディア出しに当たっては、ワールドカフェ方式で他班に移動し、途中で他班の作業
状況を見る時間を設けた＞

17

中心部限定の簡易タク
シー

ウーバー導入

タクシープールの増設

地下鉄をもっと海側まで
延ばして利用者を増やす

ICSCA学割

仙台市中の道路を走る自
家用車を制限し、自家用
車を利用している人に地
下鉄を利用させる

混雑する道路では路駐禁
止、時間帯によって走行
用、タクシー用、バス用

学校の始業時間を一時間
遅くする

○時間まで無料の駐輪場
の整備

銀杏をフルーツの木にし
て観光地化

銀杏対策 落ちる、落ち
た頃に清掃、あらかじめ
摘み取り

秋も路面の清掃を行う

仙台市内のシンボル（タ
ワーなど）

市内に銭湯（やすらぎの
湯）

駅沿線の観光スポットを
設定し広報する

観光客は公共交通機関を
安く使える（観光地の活
性化）

観光地循環バス（温泉地
の松島など）夏期、GWな
ど

海側にニュータウンを計
画する 大きい公園もジ
ムも市営のスポーツ施設を中

心部に作る

河川敷に運動場を整備

ごみの分別方法を簡便化
し、厳しくする

仙台市の最低賃金を1000
円にする

夜間の警護（住宅地周
辺）

青葉山の開発（飲食店な
ど）

遊べるエリアを駅周辺以
外にも作る→人の過密化
を抑える

東北大学川内キャンパス
近くに飲食店やカラオ
ケ、雀荘を誘致する

観光地、名所のアピール
（ツアー等）

電動自転車の貸し出し台
数を増やす

Dateバイクみたいなのを
もっと大規模に行いみん
なが手軽に使えるように
する

自動車専用道路を作り、
自転車を優遇

自転車通勤補助金→渋滞
対策

住宅街は道狭いから広く
してほしい

銭湯作ろうぜ計画 交通
の便が比較的優れている
地下鉄の駅付近に銭湯を
つくります。

銭湯が少ない（市内）
（スーパー銭湯など）の
で、設置すべき

街の拡大と銭湯開発

駐輪場が少なく原付や自
転車が多いことを考える
と無料の駐輪場も多くす
べき

地下駐輪場をつくる

公共交通網の拡大

道路網の整備 中心部への車の乗り入れ
の禁止

仙台を囲むような環状線
を作る道路

キャッチ禁止の条例を作
る 繁華街の管理を重視する

プロパンガス→都市ガス
の整備

広瀬、青葉通バス運行本
数の増加

学生は地下鉄半額にする
制度

自転車通勤を増やすため
に電動自転車補助

タクシーの数を規制

空き家をつぶして何かす
る

八木山にコンビニ増やす

くま倒した人に賞金

高速道路の規制されると
きが多い

仙台駅近郊以外の娯楽施
設

地下鉄東西線近くの発展

道路の改修

タクシーエリアをしっか
り決める

路駐見つけて通報したら
賞金

道路を広くして路駐エリ
アを設ける

交通マナー強化期間みた
いなのを設けて定期的に
取り締まる

最低賃金の引き上げ

公共交通機関の利用料金
の引き下げ

国分町クリーン大作戦

ごみの分別を徹底し、焼
却コストを減らして、ゴ
ミ袋を安くする

新キャラに賞金

人を分散させるため郊外
に何かつくる

公共施設を増やすことに
より人の密集を減らし、
市民交流を活発に

路面凍結前に除雪車投入
と凍結防止剤散布（初動
対応を素早く）

有料ゴミ袋を廃止して、
分別を促す

ごみを分別しやすくする
それ用の回収箱をゴミ捨
て場に設置するとか

イチョウの木の伐採によ
りやや減少させる

知事のバーターをつねに
サンドイッチマンにして
宮城をアピール

ベニーランド廃業＆新規
レジャー施設

郊外にレジャーランドを
つくる

大型商業施設の誘致、増
設の検討 観光施設の活
性化

24時間居酒屋を増やす

自転車の駐輪場を増や
し、料金を安くする

駐輪、駐車設備の増加、
無料化の政策

小学生に交通安全標語を
つくらせウインカーを出
せと促す

仙台市内における道路整
備広く、わかりやすく

仙台市内における交通
ルールを警察の取り締ま
りで徹底する

地下鉄利用でポイント10
倍

地下鉄をはりめぐらしバ
スの台数を減らしてい
く。

道路整備

交通マナー
路駐取締

自転車

公共交通機関

地下鉄

バス 4件イクスカ 2件

タクシー

繁華街の治安美化

道路改修
凍結防止

運動施設

大型店誘致

密集防止銭湯

観光 シンボル

娯楽施設

大学周辺開発

最低時給値上げ
広報くまいちょう

ごみ分別

その他

未来カルテ講義前の政策提言
2017年7月13日
＠東北大学大学
院環境科学研究
科

18件

10件

6件

5件

9件 2件

4件

11件

6件

10件

4件

2件

5件

6件

5件

8件

8件

3件

17件

21件

9件

27件
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未来カルテ講義前
の政策提言

現在の自分の生活領域
の利便性の向上に主な
関心がおかれている。

とくに交通関係が約半
数を占めている。

燃料電池など環境関係
の研究をすすめている
大学院生も多く参加し
ていたが、その内容は
政策提言に反映されて
いない。

公共施設の集約化

65歳以上の医療負担費を
増やす

バス路線の一日当たり盛
者数の一定基準を下回っ
たらデマンドタクシーに
転換する

原付免許を持てる年齢を
引き下げ、多くの子ども
が多くにある学校に行け
るようにする

水素社会実現のためのプ
ラットフォームづくり
（燃料電池、電気分解を
コアとした社会の実現）

国際木材チップの優先買
い付けにより林業従事者
の収入を増やす（バイオ
マス燃料用）

宮城発の農業会社 農業
強化宮城ブランド

地下鉄の駅近くの家、マ
ンションに人々を住まわ
せるようになる

住みやすく就業しやすく
するため地下鉄新設など
郊外へのアクセス(車以外
でも）をよくする

保育施設への投資は中心
市街地よりも郊外への投
資を重視する

運動場、公園と一体と
なったコミュニティづく
り

学校の開いている場所
時間を使ってジム？ 若
者向け、高齢者向け

健康な人を増やす（病院
の自費化（生活習慣
病）、たばこ税）

新卒に対して住居や奨学
金返済の補助手当を付
け、仙台への生産年齢人
口を増やす

学校で仙台に魅力がある
ことを示し、若者に仙台
に残ってもらう。

長期間使われない空き家
を解体し、その跡地に
ソーラーパネルを設置で
きるように促進する

独身税

医療、介護従事者の待遇
改善

ICTの導入により労働生産
性向上（とくに第3次産
業）

ストックの維持管理を長
期的に賄えるような資産
運用

使われない道路を廃止し
ていく。

バリアフリーなまちづく
り

65歳以上の人の社会貢献

公有財産→未使用施設、
空き家の利用 介護、医
療施設に回すとか

介護を学ぶ人のための奨
学金

農作物、加工品（酒）の
海外輸出促進

若者向けの街コンをより
多く企画

子どもを育てやすいよう
に補助金や保育所の充実

住宅街周辺（家賃安いと
こ）にもレジャー施設や
スーパーなどを増やす

人口減・若者の地域事業
への参加を促す→帰属意
識

風が強いことを活かして
風力 海があることを活
かして潮力

再生可能エネルギー開発
導入への補助金

産業機械の開発に視点を
向けた教育

他の市との連携協定をつ
くる

保育／教員のあまり→出
生率低下→子育てしやす
い環境作り、育休、補助
金など？

教育者を減らして他の職
に就く人数を増やして生
産性を高める

農業従事者の増加を促す
ため後継者を作るための
システムを作る。農業学
校を多く作る。

公共交通網の充実（特
に、バス、電車；車を減
らす）

大人向けの食育

スポーツ、アクティビ
ティの活性化と情報発信

介護従事者が増加すると
少ない生産人口がもった
いないのでロボットなど
の策を導入する

お年寄りがアルバイト
（仕事）しやすい社会環
境作り

介護学校を増やし、増加
する要介護者を助けよう

高齢者のためにやっぱ銭
湯作ろう

病床施設を増やす、もし
くは介護受給者のための
大きな施設を郊外に作る

シルバー向けのテナント
施設を増やす

結婚補助金

地熱発電の推進（蔵王と
か？）

農家の後継者に補助金

食料は輸入に頼るものは
頼る

副業農家の推進、補助金
宮城産農作物のブランド
力向上に向けたPR活動の
強化（農業人口の改善）

技術性が高い機械を農民
に推薦して効率を上げる

廃校等の農地化

賃金の向上、現在、低賃
金の職の給料を上げる

産業の活性化 企業の補
助金を出す

将来不足すると考えられ
る仕事の給料や待遇を良
くし、過剰に思われる仕
事の条件を下げる

住みよい街作り 道路を
広く、緑を植える

住宅シェアリングなど新
たな価値創造(遊休資産の
有効活用）

たばこ税の増税（健康寿
命の増進、病床数の改
善）

少子高齢化対策として育
児支援

移民の受け入れ ０～50
歳の外国民受け入れによ
り生産年齢人口を増加さ
せる

介護職の待遇向上、施設
整備の充実

就労者の働き方改善（定
時退社、効率改善、自宅
介護の促進）

教育一人当たりの生徒数
が減るので、教育を充実
(少人数教育など）

保育士･教員に介護士の資
格取得の補助

シニアスクールの設置
（保育士余りの改善、保
育士＝子どもを世話する
という概念の変化）

教師の数を減らしてその
分を介護へ

介護士の賃金向上

医療、介護の資格を取り
やすくする

公的財産を売って民間に
ゆだねる

集合住宅を増やしてイン
フラ整備をしやすくする

日頃の活動によりボケを
防止し、施設に入らせな
い

定年後の農業支援 ボケ
対策

田んぼを壊さない

バイオマス熱利用に着手
する

小学校･中学校統合→校舎
の病院とか グランドの
農地

高齢者に対する医療費が
高まるため年金を減らし
医療費に充てる

車とか原付とか交通手段
のシェア

保育園を老人ホーム化

イキイキ運動によって自
立させる在宅介護の充実 医師を

増やす 要介護等基準の
明確化

高齢者の知恵を吸い出す

安楽死

若者が仙台から出て行か
ないように 娯楽施設を
充実させる

仙台市郊外に企業の工場
誘致（助成金、最初の数
年は法人税減額）

外国人労働者の受け入れ

新幹線の割引（観光地と
してのアピール）

キャッチフレーズ「田舎
でのびのび」

住宅を集めてムダな土地
を減らす

建設業はインフラの改修
などで必要 補助金をだ
す

農地を無料で貸し出し
共同で農作物を作ること
で、耕地を守る

学校教育で農業体験 農
業に関する教育

農業従業者数の減少対策
として農業従業者への補
助金制度を創設

農業の雇用を促進アピー
ル

再生可能エネルギーの積
極的導入導入促進（市独
自の太陽光パネル、蓄電
池助成金）

太陽熱エネルギーを使っ
た熱化学サイクル技術の
導入

定年の年齢を引き上げる
脳トレによるボケを抑え
る

高齢の労働者を大切にす
る（賃金、環境等）

生活習慣病等の医療費一
部自費化

利益の少ない市の土地を
民間に売却

高齢になっても働ける
人、働きたい人への仕事
紹介

人口の増加のために他県
からの転入を薦める 職
の紹介や住宅など

空いた建造物を老人ホー
ムへ改修

介護士や医師のための助
成金や目指す学生への無
利子の奨学金

医療、介護施設･設備従事
者の増加

介護士の支援を手厚く
し、介護士になりたい人
を増やす

子どもを産んでもらうた
めに2人以上子どもがいれ
ば税金など安くする

再生可能エネルギーの利
用割合の増加

バイオマス発電への参入
を農家とともにとりくむ

燃料電池による自然エネ
ルギーの利用を広げてい
く

空き家や空き農地をつぶ
して太陽光パネルや風力
発電機を設置

農地(更地）を市が買い
取って大規模な耕地をつ
くり人を雇って働かせる農家で跡継ぎを募集して

いるところは仙台市が代
わりに広告活動をする

農業、林業のための海外
に負けないための支援や
補助、相談所など

学力ごとにクラスを分け
て、学習の競争を促す

子どもための安心安全の
街作り＋公園を増やす＋
保育･幼稚園

未来カルテ講義後の政策提言

2017年7月13日
＠東北大学大学
院環境科学研究
科

人口

保育

高齢化

農林業

その他

まちづくり

再エネ

産業

公共施設

公共交通

原付

就業構造労働環境

若者

移民・転入

教育

高齢化に伴い公共交通機
関（特にバス）の発達

高齢化に伴って事故が増
えるので、交通マナーの
改善、タクシーの整備

集約化

シェア

バリアフリー

知恵
農業へ

交通

介護ロボ

介護人材育成

医療費

高齢者向け施設

介護施設 病院 健康維持

介護士待遇改善

高齢労働

教育

農地

効率化

後継者

ブランド化

従事者支援

大学院生41名参加
7班に分かれて実施
（色は班を示す）

税･補助金 ふたりっこ

安楽死
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未来カルテ講義
後の政策提言

将来のことを考え、また、さま
ざまな世代や産業のことを考え
た政策提言に進化した（時間的
視野、空間的視野の広がり）

自らの研究分野（エネルギー）
にも絡めた提言が行われた

高齢者増加を踏まえた交通整備、
若者に仙台の魅力を伝えて人口
流出を防ぐなど、交通・若者に
関する提言も公共性を帯びたも
のになった

分野間をまたがる提言が行われ
た

未来カルテに触れることによって公共的な政策提言に進化した。

未来ワークショップの開催実績

脱炭素

神戸市, 2021.12 28

千葉県大多喜町, 2021.11 19

境港市, 2021.12 4（半リモート）

2021.12.27（地元独自開催）

ふたば未来ワークショップ 2021.10.17（完全オンライン、復興支援）

高知県室戸市, 
2022.2.22（室
戸高校、室戸市
職員、脱炭素、
半リモート）

未来ワークショップは全
国に広がってきている。
新型コロナウィルス対応
として、参加者が現地で
集まるもののファシリ
テーターはオンラインで
実施する「半リモート」、
参加者もファシリテー
ターもオンラインで実施
する「完全リモート」型
のワークショップも実施
している。

カーボンニュートラルシ
ミュレーターと組み合わ
せた脱炭素未来ワーク
ショップも実施している。



5．脱炭素未来ワークショップ

脱炭素未来ワークショップとは

未来カルテとカーボンニュートラルシミュレーター体験を組み合わせて、脱炭素と地域課題の
解決を同時に考えるワークショップ

2019年10月9日、15日 鹿児島県西之表市役所職員（30代12名）
2021年1月27日 千葉県白井市役所職員（部局横断的に12名）
2021年10月27日,11月10日,11月17日 千葉市役所職員（14名）
2022年2月22日 高知県室戸市役所職員（まちづくり推進課6名）

① 市職員向け

② 市民向け 2021年2月～3月 鹿児島県西之表市「西之表市脱炭素と地域課題解決ワークショップ」
参加者：市職員（30～50代）5人、市民（40～70代）8人
2021年4月 千葉県白井市「白井の未来の環境と脱炭素を考える地区意見交換会」参加
者：市民・市議など（10～80代）60人

③ 中高生向け
（授業の一環とし
て実施した事例）

2021年3月8日 九里学園高等学校 2021年4月30日 葛飾区立水元中学校
2021年6月21日 白井市立白井中学校 2021年6月29日、7月6日 鹿児島県立種子島高等学校
2021年7月1日、7月8日 西之表市立種子島中学校
2021年12月17日、22年1月7日 九里学園高等学校 2022年2月22日 高知県立室戸高等学校



白井市の未来の地域課題

令和3年４月「白井の未来の環境と脱炭素を
考える地区意見交換会」

Mr. オポッサム

千葉大学大学院
社会科学研究院教授

倉阪秀史
1964年三重県伊賀市生まれ
趣味：ウルトラマラソン、ギター

脱炭素未来ワークショップの資料例

みなさんのミッション

• これからお話しする「未来カルテ」は、このままの傾向が2050年まで
続いたとしたら、どのような未来になるかを示すものです。

「気づきのための予測」

• 将来は「政策」によって変えることができます。

• 2050年のことを考えて、いまからどのような「政策」を実施すべきか
を考えてください。 2050年からのバックキャスティング

「政策」：社会的課題を解決するために制度（ルール）を変えるための活動

Mr. OPoSSuM

① 白井市全体のことを考えてください。

② 脱炭素社会の実現と地域の課題解決に向けて、今
の市長にしてほしいことを考えてください。

38

しろいし ぜんたい

だつたんそしゃかい じつげん ちいき かだいかいけつ

けいこう

せいさく



「未来カルテ」の作り方

国立社会保障・人口問題研究所の日本
の地域別将来推計人口（平成30（2018）
年推計：2045年まで）をベースとして、
2050年まで傾向を延ばしました。

2000年、2005年、2010年、2015年の
国勢調査に見られる、男女5歳区分
別・産業大分類の就業者人口の変
化傾向が2050年まで続くと仮定して、
各市町村の産業大分類別の就業者
人口比率を予測しました。15-24歳の
世代の産業別就業者数比率は、
2015年の値が固定されると仮定しま
した。① 男女5歳区分別の2015年の就業者人口比

率（市町村別）が固定されると仮定し、該
当する市町村の人口予測にかけて、将来
の就業者人口数を予測しました。②

1999年以降の男女5歳区分別の患者比
率の傾向から将来の患者比率（全国）を
予測し、該当する市町村の人口予測にか
けて市町村別患者数を予測しました。

該当する市町村の人口予測から、保育対
象年齢、小学校、中学校対象年齢の数を
取り出しました。

厚生労働省が用いている研究結果にある
男女5歳区分別の認知症患者比率（全
国）を用いて、該当する市町村の人口予
測にかけて市町村別認知症患者数を予
測しました。

2015年の介護保険事業報告にある市町
村別65歳以上男女5歳区分別の要介護者
比率が固定されると仮定し、該当する市町
村の人口予測にかけて、将来の要介護者
数を予測しました。

①と②からその市町村の産業大分類別
就業者人口を予測しました。③

2015年の各市町村の産業大分類別就業者
人口に占める保育士・教員・医師・介護事業
者比率が将来も固定されると仮定して、③を
用いて、これらの将来の就業数を予測しまし
た。

詳しく知りたい人
向けだよ。

http://opossum.jpn.org/から無料ダウンロードできます。
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このカルテは、社会保障・人口問題研究所の人口予測にもとづいて、現在の傾向が継続した場合に、
2050年に、産業、保育、教育、医療、介護がどのような状況になるかについて、シミュレーションした
結果を示しています。

人口と人口構成

人口減 自然減 社会減

生まれる人の数より亡くなる人の数が多い

入ってくる人の数より出て行く人の数が多い



・合計特殊出生率を2020年に1.5、2030年に1.7、2040年に1.9にまで上昇さ
せる。
・20歳代の転出超過を10％減少させる。

将来目標人口 → 2025年（平成37年）65,500人、2060年（平成72年）
55,550人

（参考）白井市人口ビジョン

パターン1：市独自推計
パターン3：社人研推計

（白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第３版） 平成30年3月より）

自然減

社会減

合計特殊出生率：一人の女性が一生に産む子供の数の平均。この数字が、
2.07を超えないと人口は減少すると言われています。

2019年の白井市の合計特殊出生率は、1.29でした。

白井市 就業者人口（2015年国勢調査） 20377 就業者人口比率 33.0% 千葉県 36.7% 全国 46.4%
（当該自治体での就業者人口／当該自治体に居住する人口）

A農業 1072
A2林業 4
Ｂ 漁業 0
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 1
Ｄ 建設業 1859
Ｅ 製造業 4030
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 19
Ｇ 情報通信業 255
Ｈ 運輸業，郵便業 1526
Ｉ 卸売業，小売業 3204
Ｊ 金融業，保険業 218
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 480
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 359
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 797
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 785
Ｏ 教育，学習支援業 948
Ｐ 医療，福祉 2149
Ｑ 複合サービス事業 122
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 1329
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 527
Ｔ 分類不能の産業 693

産
業
構
造

(

2
0
1
5

)

A1 農業
5%

A2 林業
0%

Ｂ 漁業
0%

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採
取業
0%

Ｄ 建設業
9%

Ｅ 製造業
20%

Ｆ 電気・ガス・熱供給・
水道業

0%

Ｇ 情報通信業
1%

Ｈ 運輸業，郵便業
7%

Ｉ 卸売業，小売業
16%

Ｊ 金融業，保険業
1%

Ｋ 不動産業，物品賃貸業
2%

Ｌ 学術研究，専門・技術
サービス業

2%

Ｍ 宿泊業，飲食サービス
業
4%

Ｎ 生活関連サービス業，
娯楽業

4%

Ｏ 教育，学習支援業
5%

Ｐ 医療，福祉
11%

Ｑ 複合サービス事業
1%

Ｒ サービス業（他に分類
されないもの）

7%

Ｓ 公務（他に分類される
ものを除く）

3%

Ｔ 分類不能の産業
3%

産業構造



白井市 就業者人口（年齢別就業者比率固定） 15938 就業者人口比率 28.7% 千葉県 32.5% 全国 42.3%
（当該市での就業者人口／当該自治体に居住する人口）

A農業 253
A2林業 1
Ｂ 漁業 0
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 0
Ｄ 建設業 1027
Ｅ 製造業 2392
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 0
Ｇ 情報通信業 389
Ｈ 運輸業，郵便業 1155
Ｉ 卸売業，小売業 2088
Ｊ 金融業，保険業 246
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 271
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 172
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 683
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 731
Ｏ 教育，学習支援業 1099
Ｐ 医療，福祉 2050
Ｑ 複合サービス事業 66
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 759
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 1639
Ｔ 分類不能の産業 916

産
業
構
造
予
測

(

2
0
5
0

)

就業人口の少ない町村では、2000年から2015年までの
増加率が大きい業種に集まってしまう場合があります。

A1 農業
2%

A2 林業
0%

Ｂ 漁業
0%

Ｃ 鉱業，採石業，砂利
採取業

0%
Ｄ 建設業

6%

Ｅ 製造業
15%

Ｆ 電気・ガス・熱供
給・水道業

0%

Ｇ 情報通信業
2%

Ｈ 運輸業，郵便業
7%

Ｉ 卸売業，小売業
13%

Ｊ 金融業，保険業
2%

Ｋ 不動産業，物品賃貸
業
2%

Ｌ 学術研究，専門・
技術サービス業

1%

Ｍ 宿泊業，飲食サービ
ス業
4%

Ｎ 生活関連サービス
業，娯楽業

5%

Ｏ 教育，学習支援業
7%

Ｐ 医療，福祉
13%

Ｑ 複合サービス事業
0%

Ｒ サービス業（他に分
類されないもの）

5%

Ｓ 公務（他に分類され
るものを除く）

10%

Ｔ 分類不能の産業
6%

就業者人口 2015年 20377人 → 2050年 15938人 （78.2％）
はたらく人の数

農業、建設業、製造業ではたらく人の割合が減る





公務人口が3倍になるという予測になりましたが。これは、2001年に白井町が白井市に
なったことによって、統計上の「段差」ができたことによるものではないかと思います。

白井市2050/2018 71.9% 千葉県 74.7% 千葉県(2018) 3.46

2050/2018 66.4% 千葉県 73.2% 千葉県(2018) 17.1

2050/2018 64.2% 千葉県 71.7% 千葉県(2018) 13.0

保
育
・
教
育

＜保育園＞保育
対象児がすべて
0歳児の場合保
育士1人で最大3
人、保育対象児
の年齢が0から5
歳まで均等に存
在する場合、保
育士1人あたり
最大15.83人
＜幼稚園＞1学
級の幼児数は、
35人以下が原則

＜小学校＞同学年
の児童で編制する
学級（単式学級）
は40人（1年生含
む場合は35人）、
2以上の学年の児
童で編制する学級
（複式学級）は16

人（1年生含む場
合は8人）、特別
支援学級は8人が
上限

＜中学校＞同学年
の児童で編制する
学級（単式学級）
は40人、2以上の
学年の児童で編制
する学級（複式学
級）は8人、特別
支援学級は8人が
上限

2067 1906 1760 1680 1631 1595 1486 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

幼稚園・保育園在籍者数

484 
492 493 490 

484 
474 

467 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

幼稚園教員・児童福祉事業従事者数

4.3 3.9 3.6 3.4 3.4 3.4 3.2 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

幼稚園・児童福祉従事者一人当たり幼
稚園・保育園在籍者数

4123 3710 3487 3215 3067 2986 2739 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

小学校児童数

228 
235 238 240 243 247 248 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

小学校教員数

18.1 
15.8 14.7 13.4 12.6 12.1 11.1 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

教員一人当たり小学校児童数

2223 2001 1854 1723 1602 1540 1426 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

中学校生徒数

155 
159 162 163 165 167 168 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

中学校教員数

14.4 12.6 11.5 10.6 9.7 9.2 8.5 

2018 2025 2030 2035 2040 2045 2050

教員一人当たり中学校生徒数

保育・教育

千葉県の子どもの数の減り具合よりも、白井市の子どもの数の減り具合の方が激しい。



医療・介護 患者の数は、人口が減ってもほとんど減らない。

介護受給者・認知症患者が2倍以上になる。

公有財産・道路

公有財産（役所・公民館・学校などの建物）も道路もこれまでずっと増えてきた。
このまま人口減少社会になると、一人当たりの維持費の負担が増えていく。



住宅

人口が減っていったとしても、住宅は建て替えて行かなければならない。

廃棄物・リサイクル

国 千葉県 白井市
1人1日当たりごみ排出量合計(g) 918 897 774



白井市 千葉県(2018) 1.96 ha/人 （トン）

米 1070
食料生産量(重量ベース） 小麦 0

大麦 0
はだか麦 0
雑穀(そば） 0
かんしょ 56

  ばれいしょ 124
大豆 9
その他豆 30
野菜 5341

白井市 みかん 0
耕地面積 1060 ha りんご 0
耕作放棄地面積 197 ha その他果実 6229
耕作放棄率 15.7% 牛肉 0
食糧自給率(2018) 11.7% 豚肉 0
食糧自給率ランク 1369 鶏肉 0

その他肉 0
鶏卵 0

ランク：全国の市町村1741箇所中順位 生乳 0
魚介類(海藻真珠除く）0
海藻乾燥重量 0
てんさい 0
さとうきび 0

きのこ類 0

農
地
・
農
漁
業

（市町村以外はラン

クは0表示です。）

耕作放棄率＝(耕作放棄地面積）／
（耕作放棄地面積＋耕地面積）

食料生産量・食糧自給率データは、倉阪研究室
＋環境エネルギー政策研究所「永続地帯2019年
度版報告書」から2018年度速報値

米
8%

かんしょ
0%

ばれいしょ
1%

大豆
0%

その他豆
0%

野菜
42%

その他果実
49%

3.2 3.6 4.2 4.8 5.3 5.8 6.0 

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

農業人口一人当たり耕地面積

農地・農業

その他果実は、ほぼ「なし」

エネルギー

人口が減っていくだけでは、2050年に脱炭素を達成できない。



白井市において太陽光パネルが置けそうな場所（住宅の屋根以外）

梨のソーラーシェアリング事例（木更津市）
（出典）千葉エコ・エネルギー株式会社

水田のソーラーシェアリング事例（秋田県井川町）
（出典）千葉エコ・エネルギー株式会社

駐車場の太陽光発電事例
（千葉県長生村）
（出典）スマートジャパン
https://www.itmedia.co.jp/sma
rtjapan/articles/1506/17/news
046.html

気候変動の影響と

近年の脱炭素の動き

令和3年４月「白井の未来の環境と脱炭素を考える地区意見交換会」

1975年 愛知県犬山市 生まれ
専門分野：環境学、人文地理学
趣味：旅行、猫

Mr. オポッサム

芝浦工業大学 建築学部
教授 栗島 英明

きこう へんどう えいきょう

だつたんそきんねん うご



出典）IPCC第５次評価報告書WG1 SPM. 
Fig.SPM.1(a)

図1 世界の年平均気温偏差の変化（1898～2018年）

1850年以降の
どの平均より暑い

世界と日本の平均気温の変化
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各年 長期変化傾向

図2 日本の年平均気温偏差の変化（1898～2018年）

出典）気象庁「日本の年平均気温」

100年で1.21℃上昇

世界も、日本も、平均気温の上昇が続いています

へいきんきおん へんか

へいきんきおん じょうしょう

図3 千葉特別地域気象観測所の
年平均気温の変化（1966～2018年）

千葉県の平均気温・真夏日・熱帯夜の変化

図4 千葉特別地域気象観測所の
真夏日の日数（1966～2018年）

※熱帯夜：最低気温が25℃以下の日

図5 千葉特別地域気象観測所の
熱帯夜の日数（1966～2018年）

※真夏日：最高気温が30℃以上の日

千葉県も平均気温の上昇や真夏日・熱帯夜の増加が見られます

出典）東京管区気象台「気候変化レポート2018-関東甲信・北陸・東海地方」

へいきんきおん まなつび ねったいや

50年間で+2.1℃上昇

50年間で30日増加
50年間で２５日増加



出典）IPCC第５次評価報告書WG1 SPM. 

気温上昇の原因

図6 人間活動を原因とする二酸化炭素の累積排出量と温度上昇の関係

二酸化炭素累積排出量
と気温上昇は比例関係

人間活動が原因の二酸化炭素によって気温は上昇します

きおんじょうしょう げんいん せ

にんげんかつどう げんいん にさんかたんそ せ

気温上昇の原因は、
人間活動が原因の二酸化
炭素などの温室効果ガス

図7 世界平均地上気温の変化と予測(1950～2100年）

出典）IPCC第５次評価報告書WG1 SPM. Fig.SPM.7(a)

赤：このまま何もせず二酸化炭素を出し続けた場合
青：がんばって二酸化炭素を減らした場合

このまま何もしないと・・・最大で4.8℃上昇

がんばって二酸化炭素を減らせば・・・
平均1.5℃上昇

世界の気温上昇予測
い きおん じょうしょう よそく

このままだと世界はますます暑くなります



気候変動とその影響
表１ 地球温暖化による気候変動とその影響

出典）IPCC第５次評価報告書WG1 SPM. 

気候変動
今世紀末までに
起こる可能性

気候変動による影響

寒い日の減少 ほぼ確実に起こる 熱帯性伝染病の流行、氷河の減少（崩壊）、生態系への影響

暑い日の増加 ほぼ確実に起こる 水不足、食料生産量の減少、生態系への影響

熱波の頻度 可能性が非常に高い 熱中症の増加・死亡

大雨の増加・激化 可能性が非常に高い 洪水・土砂崩れなどの発生

干ばつの増加 可能性が非常に高い 水不足、食料生産量の減少

熱帯低気圧の激化 どちらかと言えば起こる 洪水・風による被害（建物、農作物など）

海水面の上昇 可能性が非常に高い 居住地の水没、塩害の発生

気候変動は、人間の健康、経済社会、生態系に大きな被害を
引き起こし、子どもやお年寄り、まずしい人々を傷つけます

ここからは「地球温暖化」ではなく「気候変動」ということにします

きこうへんどう えいきょう せ

ちきゅうおんだんか きこうへんどう

けんこう けいざいしゃかい せいたいけい ひがい

白井市への影響

図８ 今世紀末の白井市とその周辺の年平均気温の
変化の分布

約4.7～4.8℃上昇

図９ 今世紀末の白井市とその周辺の猛暑日日数

※猛暑日：最高気温が35℃以上の日

年間35～40日！

出典）気候変動適応情報プラットフォームweb-GISより

平均気温は上昇し、猛暑日が年間35～40日となります
もうしょび



熱中症・伝染病

デング熱とは・・・
高熱（38〜40℃）、頭痛、強い関節痛、筋肉痛、発しんなど。
重症化して、出血症状やショック症状を呈するデング出血熱を起こ
し、死に至る場合も。

図11 デング熱・デング出血熱の発生地域

出典）国立感染症研究所(2014)：「デング熱とは」より

図10 暑さ指数と熱中症の患者数の関係

出典）環境省熱中症予防情報サイト

暑さ指数は、気温・湿度などで決まる

湿度75%の場合、
気温33℃から危険ゾーン

ねっちゅうしょう でんせんびょう せ

豪雨・大型台風

図１3 日本近海の平均海面水温の将来予測

図１2 2019/9/9の日本近海の平均海面水温

出典：坪木(2015)
写真 2019年台風15号と被害（市原市）

ごうう おおがたたいふう せ



農業被害

2015年4月、東葛飾地域と印旛地域の広範囲（鎌ケ谷市、船橋
市、白井市の生産者の3～5割）のナシ園で、1花そう当たりの花
蕾数が少ない等の発芽不良が報告。
これらの症状は2009年に佐賀県や熊本県等で発生した発芽不
良と酷似しており、温暖化による気温上昇が影響を及ぼしている
可能性が考えられる。 出典） 千葉県農林総合研究センターwebページ

写真 2015年に発生したナシの発芽不良

写真 暑さで白くにごったり、ひびが入ったコメ
写真 2019年台風15号で落ちたナシ(香取市）

のうぎょうひがい せ

大ピンチ！

世界・日本の脱炭素の動き

写真 パリ協定の合意を伝える新聞各紙

写真 2020年10月26日 菅義偉総理大臣が2050年
までに温室効果ガス実質ゼロを表明

世界の平均気温上昇を1.5℃未満にするためには、
二酸化炭素排出量を世界全体で2050年頃までに

正味ゼロ（脱炭素）にする必要があります

だつたんそせ

みまん

しょうみ



日本各地の脱炭素の動き

図12 2050年二酸化炭素排出実質ゼロ（脱炭素）を表明している都道府県・市町村
出典）環境省ホームページより

千葉県では、
千葉県、千葉市、
野田市、我孫子市、
浦安市、四街道市、
成田市、八千代市、
船橋市、木更津市、
銚子市、山武市が
表明

かくち

二酸化炭素ダイエット

ダイエット 二酸化炭素ダイエット！

・食べる量を減らす

・カロリーの低いものを
食べる

・運動をしてカロリーを
消費する

・化石燃料（火力発電の電気、ガス、ガソリン
など）の消費を減らす（省エネ）

・再生可能エネルギーに変える（再エネ）

・二酸化炭素を吸収する



建物のゼロエネルギー化

省エネ 再エネ

ZEH（ゼッチ）: Net Zero Energy House
ZEB（ゼブ）: Net Zero Energy Building

「エネルギー基本計画（2014年4月閣議決定）」
・2030年までに新築住宅の平均（半分以上）でZEHの実現を目指す
・2030年までに新築建築物の平均（半分以上）でZEBの実現を目指す

たてもの

自動車の脱炭素化

イギリス：2030年までにガソリン車(GV)とディーゼル車(DV)の新車販売を禁止。
2035年までにハイブリッド車(HV)も禁止。
中国：2035年をメドにGVを禁止。全ての新車をEVに。
東京都：都内で販売されるGVの新車について、乗用車は2030年までに、二輪車は
2035年までにゼロ。

図1３ “Well to Wheel （井戸から車輪）”の考え方

電気自動車

ガソリン車
ディーゼル車

図１４ “Well to Wheel”の二酸化炭素排出量

じどうしゃ



再生可能エネルギーの導入

図１５ 発電にともなう二酸化炭素排出量
出典）バイオマス産業ネットワーク(2019)

化石燃料による火力発電

再生可能エネルギー

例：木質チップ、畜産廃棄物など

さいせいかのう どうにゅう

風力
太陽光・太陽熱 水力

バイオマス

出典）林野庁「林業白書」

図16 樹種別・林齢別の炭素吸収量

二酸化炭素の吸収

図17 スギの二酸化炭素吸収量

きゅうしゅう



まとめ

気候変動（地球温暖化）は、世界、日本、そして白井市にも大き
な影響を与えます。

白井市では、熱中症や伝染病、豪雨や大型台風、農業被害など
の影響が予想されます。

気候変動の影響を少しでもやわらげるためには、できるだけ早
い時期に脱炭素することが必要です。

日本では2050年までの脱炭素を目指しています。

脱炭素のためには、省エネを進めて化石燃料の使用を減らすこ
とや、自動車の化石燃料の使用を減らすこと、使用時に二酸化
炭素を出さない再生可能エネルギーに転換することなどが必要
です。

ぜひ白井市でも脱炭素について考えていきましょう！！

① 白井市における市職員向けワークショップ

• 市職員向けワークショップは、白井市第３次環境基本計画の検
討のために市内各部局から選ばれた市職員12名と当該計画の策
定にかかわる委託業者3名を対象として、2021年1月27日13:30-
16:00に実施した。

• 当日は、白井市の未来カルテの要点を説明するとともに、各自
にタブレット端末を配布して白井市のCNSに触れていただき、
その後、白井市における脱炭素をどのように進めていくべきか
についてアイディアを書き出した。このときは、新型コロナウ
イルス感染症対策のため、模造紙を囲んでワークショップを実
施することは行わず、アイディアの書き出しを、アンケート
フォームを用いて行い、ファシリテーターがオンライン付箋紙
サイトであるMIROを用いて整理すると言う形で意見をとりまと
めた。

出典 小学館 日本大百科全書(ニッポニカ)

脱炭素未来ワークショップの実施事例と成果



白井市職員向け
ワークショップでの成果物

環境部局以外の部局
のメンバーも参加する
中、ZEB/ZEH化（建築
物のゼロエネルギー
化）、自動車のEV化、
ソーラーシェアリング
（営農型太陽光発電）な
どの対策メニューが認
識され、その促進のた
めの具体的な政策提言
（税の減免、EV補助金、
ポイント制の導入、義
務化など）が行われて
いる。

② 白井市における市民向けワークショップ

• 市民向けワークショップ「白井の未来の環境と脱炭素を考える地区意見交
換会」は、「白井市第3次環境基本計画」と「白井市第5次地球温暖化対策
実行計画」の策定にあたって、市民からの意見を聞く「白井の未来の環境
と脱炭素を考える地区意見交換会」として開催された。

• 2021年4月17日、18日、25日のそれぞれ午前・午後に市内計6箇所におい
て実施した。17日午前公民センター8名、午後白井コミュニティセンター
6名、18日午前桜台センター8名、午後冨士センター6名、25日午前白井駅
前センター13名、午後西白井複合センター19名の計60名（10～80代）が
参加した。

• 当日は、白井市からワークショップの趣旨と白井市の環境概要の説明（10
分）を行った後、 未来カルテに基づく2050年の白井市についてのレク
チャー（20分）、脱炭素の背景と白井市への影響、対策メニューについて
のレクチャー（10分）、白井市のCNS体験（20分）を実施し、10分間の
休憩のあと、「脱炭素×地域課題」の政策検討グループワーク（40分）、
発表とまとめ（10分）というスケジュールであった。

• 市民向けワークショップでは、4名から6名の班に分かれて、模造紙を囲ん
でアイディア出しを行った。出された政策提言は、出席者間で共有すると
ともに、白井市幹部からコメントがあった。



風の通る道、流れ（風利
用）

雨水透とう（地下水大
事！）

RE100の企業見える化

白井工業団地の省エネと再
エネが進むように仕掛け

工業団地の企業(製造業)へ
の脱炭素化のレクチャーや
推進

省エネアドバイザーの増員

省エネや物資の利活用(ゴ
ミ減量)のアイデアコンテ
スト→表彰

再生可能エネルギーを使用
した住宅に改装する方法を
広める（やりたくても方法
がわからない層がいるか
も）

省エネの見える化

学校の屋上に太陽光パネル
の設置。（避難所になった
時にも役立つのではない
か）

地中熱の活用

蓄電システムの導入と低価
格化

ビルやマンションの屋上、
道路での発電→蓄電（誰か
発明して）

エコハウスを増やす

省エネ家電の推進

再エネの小売 新エネル
ギーのサポート

再生可能エネルギーを市が
推進する為の調査研究

国・県の補助金を活用し、
再生可能エネルギー拡充

住宅ソーラー普及 足場代
の補助（15万円）

業務用ソーラーの10年間買
取

風力発電の見学会
千葉県全体で銚子沖洋上風
力を進める

行政が率先して発電事業者
と土地権者とマッチングを
する

小・中学校などのソーラー
システム設置
発電への啓蒙

道路面補装
空き地など芝や土の道に
(アスファルトの道はいら
ない)

住宅の省エネ

住宅ソーラーパネル設置を
公平な立場で試算してくれ
る機関の紹介

省エネ事業者を増やす

再エネを増やす努力

家庭でできる省エネ対策の
啓蒙(経年モニタリング等)

住宅政策 新しくたてる分
譲住宅はゼロミッションへ

建物(現建築物)へのZEHの
場合の補助

エネルギーを作る家庭での
ソーラー

住宅のZEHをできるように
補助金などを増やす

ZEH推進の為の独自助成

工業団地に対して工場の屋
根及び駐車場に太陽光パネ
ル設置義務化

公共施設・学校等太陽光発
電全投入

ソーラーを駐車場・空き地
にもっと増やす

再生可能エネルギーの使用
割合を大幅にアップ

地域内でエネルギーを循環
する仕組みづくり

再生可能エネルギー(太陽
光以外)の調査研究

復サウンディングによる〇
〇〇〇 ZEBで建設する要求

ソーラーパネル以外の自然
エネルギーを取り入れる

エアコン熱シティ熱を放出
しない工夫をする

商業地域の駐車場をオール
ソーラーパネルに

カーボンフットプリントを
各種製品に表示し、消費者
が選択できるようにする

CO2を出さない製品、食
品、電力…を選ぶようにす
る
CO2を排出している製品を
買わない(経済に響くと一
様に世の中は変わる)

省エネを推進する。白井発
のガーデニングソーラーラ
イトを全国に広める。美し
い庭を作る運動。

ゼロエネルギー住宅の増
加。

エコエネルギー住宅政策
税の軽減。

エコエネルギー住宅政策
税の軽減。住宅に補助金を
出す。

ZEH・ZEBの推進。CNT開
設から40年で家屋・マン
ションの建替え時がチャン
スであり節目となる。

熱を遮断する、溜めるなど
の素材の開発と活用。

ZEH設計モデル、コンクー
ルを実施。

白井にゼロエネルギーのモ
デルハウス、公園を作る
（ドイツなどの例を見本に
する）。

いかに知らせるか エコエ
ネルギー住宅を標準化す
る。

昔ながらの暮らしの良さ、
利点をふりかえる（電力が
無いころの知恵）。

新規就農者へ 土地確保す
る代わりに省エネ施策対応
を確約させる。

売電価格の安定化（国）。

蓄電池・蓄電機の普及（価
格の低下も必要）。

工業団地でCO2を期限とし
ないエネルギーへの移行と
CO2を出さない作業工程の
見直しを推奨する→（表
彰・補助etc.）。

太陽光発電設置への助成。
現在の季節住宅をすべて
ソーラーパネル化する。農
地を利用してソーラー化す
る（現行）。

工業団地をもっと市民とみ
じかに♡

EVが日本の中でどれだけ進
展できるが疑問？！

CO2ガソリン車への税金を
上げる。

牛がCO2をたくさん出して
いる（豚や鶏、ダチョウ
etc.を食べよう！）

炭素を出すエネルギーや炭
素を出して作られた製品を
買わない。逆に脱炭素のブ
ランド価値を高く評価す
る。

産業系（工場etc.）脱炭素
の素材やシステムなどの新
しいアイデアや融資情報
（設備投資）の情報共有。

蓄電システム（機材）の低
価格化による普及。

風力の設置は白井の場合は
むずかしいと思う。

太陽光・蓄電池の補助金を
増やす。

太陽光を進める上で太陽板
が将来寿命の際の処理にも
考えていく必要あり。

公共施設を先ず再エネでま
かなう。

高齢者が終の棲家としてい
る持ち家に新たな投資をし
てのZEBは基本あり得ない
→二世代目の同居を促す策
が必要。

白井市は持家率が高い→住
宅の改修、建替えを促して
いく。

炭素に頼らない新しい製品
やシステムの構築（工業団
地に期待）

脱炭素 （再生可能エネル
ギーなのか原発なのか）考
える機会をつくる。

蓄電機を安く購入しやすく
する（補助金）。

売電価格の安定化。

エネルギーの量と質を考え
ながら選択していく。

市独自のエネルギー（自治
体で作っている所もあ
る）。

省エネ化（人材不足の解
消）DX化。

補助金→家屋・車で脱炭素
に協力するシステム。

工業団地や商工会で脱炭素
〇％達成・・・の事業者を
把握し、市が表彰する。

電気自動車導入する補助金
を出す。

ZEH住宅について啓発す
る。

太陽光等の蓄電池が高い。

再生可能エネルギーへ設置
の補助。

建て替え住宅にはソーラー
パネルを義務化する

脱炭素生活 できることか
らどんどん行わなければ間
に合わない。できることを
増やしていく教育が必要。

家電等省エネ化

家電の○年ごとの買い替え
条例

バイオマスの活用

太陽光、太陽熱、地下水の
活用 自然エネルギー直接
活用

自転車をこいで人力発電
(街中に設置)

下水道で発電(水力)

EV自動車への補助金

充電ステーション
EV促進のための充電ステー
ション等

出始め太陽光パネルが寿命
となったとき買い替えがし
やすい制度(補助金)づくり

太陽光を利用したエネル
ギー利用

市内にソーラーシェアリン
グ、再生可能エネルギーの
電力会社があることを強み
にしていく

国 電気自動車、太陽光パ
ネルほかの義務化を補助

CO2起源でなくて原発では
ない再生エネルギー利用を
推進

石油、ガス等の化石エネル
ギーの停止

世界の流れは風力発電(地
熱もしかり、既得権の打
破)

売電価格の安定化と送電線
利用の自由化、再生可能エ
ネルギーの普及

蓄電設備(蓄電池)の開発と
低価格(普及)

温暖化(日照り、高温、乾
燥)に強い作物で収穫(収入)
を維持

市内で新築の建築物(特に
ビル、マンション、アパー
ト、事業所)にZEBの義務付
けor努力目標を条例化する

不動産の流動化 ・建て替
え ・改修 ・空き家対策
ZEH ZEB 省エネ 再エ
ネ

建築申請を受ける際太陽光
パネル設置(国の補助
金)ZEB、ZEHを確認、推奨
する

白井市内のエネルギー消費
量の90％が事業系というこ
とを理解させて、ターゲッ
トとゴールを行政と協力し
て達成していく

白井市のエネルギー消費量
の現状を事業系の方が理解
しやすいように見える化し
ていく

白井市内で作っている電力
を白井市内でもっと消費す
ることを後押ししていく

ZEHの費用を低減する

ZEHの耐用年数の長期化
30年～50年へ

太陽光発電のメリット提供

太陽光以外の自然再生可能
エネルギーを増加(地熱と
か)

再エネの普及のため市の補
助金を検討してほしい

市の設備、建物、駐車場棟
にはソーラーパネルの設置

住宅のソーラーパネルも建
て替えなどの補助があれば
促進できる？

既存住宅へのソーラーパネ
ル設置補助

ZEH/ZEBの促進のため
市、国の助成を望む

ZEH、ZEBの促進強化をす
る(白井市として)

太陽光発電のリサイクルを
進める

LED照明の補助

白井市の車はハイブリッド
化へ

夏場(暑い日)に涼みに集ま
れる場所の提供

自動車(EV、FCV)の買い替
えに対する補助等で促進し
てほしい

熱中症対策重要！！

電気自動車の普及助成。

庁用車の全車を電気自動車
にする

公用車のEV化を進める
電気自転車購入補助で自動
車に頼らない生活の推進

電気自動車購入助成。
自動車業界は脱炭素化が早
く進んでいる。→業務用・
家庭用自動車買替に補助。

電気自動車になるとガソリ
ンスタンドはどうなるの？

エネルギーの広域連携

再生可能エネルギーの電力
を供給する会社に、白井市
の電力を切換える。例（フ
ジコー：本社白井市）

再エネの目標設定の上CO2

実質ゼロ宣言

電気購入先変更

広域連携によるエネルギー
の効率化 DXも。

「2050年までにCO2排出ゼ
ロ」を表明して広域的に脱
炭素に取り組む

白井市の脱カーボンの宣言

自治体新電力

CO2エネルギー起源が9割の
白井市→「市の目標数値を
〇〇年までに◯割にする」
と決める

白井電力会社の設立

市庁舎の太陽光電力でまか
なえるのは2％（非常用電
力にもならない）どうにか
増やせないか。

二酸化炭素排出実質ゼロ表
明を白井市もする。

カーボンフットプリントを
食品のカロリーや消費電力
と同じように表示して、
CO2多く輩出するものを買
わない→企業は即改善する

脱炭素に取組む先進自治体
の例（電力の自前確保他）
や専門家の見知を収集し、
共有化していく。

雨水浸透マス設置の推進
市内の道路を雨水浸透性の
ものに変える

白井市も「2050年CO2排出
実質ゼロ」表明

暑さに強い梨の品種改良

井戸水の地区が多いので井
戸(地下水の熱などをうま
く利用した農業や暮らし

バーチャルウォーターと同
じようにCO2の量も国別に
換算していく(難しい？)
これを使うと〇〇炭素を出
しますよ・使いますよ・と
いう表示をしていく。

市役所のカーボンニュート
ラル化早期実現

ソーラーシェアリングの農
地の条件の緩和と、導入経
費の低減

ソーラーシェアリングを増
やす

なし畑ソーラー実証実験

農地の貸借面積のハードル

を下げる min3000m2？
ソーラーシェアリングの参
入容易

農地へのソーラシェアリン
グ設置

畑へのソーラーシェアリン
グの補助 作業も日陰にな
り楽になる

梨農家に是非ソーラーパネ
ルを。

ソーラーシェアリングの認
可条件のハードルを下げる
（国の政策）。

耕作放棄地や休耕田を再生
可能エネルギーをつくる基
盤として活用していく

ソーラーシェアリングは温
暖化する将来、収穫を安定
的に確保するために「温暖
化防止策」になるので
は？！

ソーラーシェアリングの被
害に対してどうする？大地
震対策は？

日本の農業の活性化を考え
農地（耕作している）への
太陽光設置は考える必要あ
り。

ソーラーシェアリングを増
やす。

ソーラーシェアリングの条
件緩和と設備投資の低価格
化。売電価格の安定。

耕作放棄地の活用(耕地化
とシェアソーラー)

遊休農地活用、ソーラー
化、農業規模の大型化

耕作放棄地への一定面積の
ソーラーパネル義務

ソーラーシェアリングを農
業分野に推し進めるために
市としてバックアップして
いく

耕作放棄地へのソーラーパ
ネルの設置を半官半民で進
めていく仕組みの成功例を
探してまねしていく

白井市の空き地と農地に再
生化100％(農地)は30％→
近隣の達成不可から傍目を
もらう シェアリング

ソーラーシェアリングへの
助成策

企業誘致に環境課題への取
り組みを義務化していく

環境に配慮した購買活動を
知る→行動

脱炭素化・SDGs取組みの
先進自治体となるよう、市
が掛け声をかけて取組む。

白井市が（市長）脱炭素・
SDGsを強く打ち出す。

2021年4月17日（公民センター（AM）白井
コミュニティセンター（PM） ）18日（桜
台センター（AM）、冨士センター（PM））
25日（白井駅前センター（AM）、西白井複
合センター（PM））

再エネ全般

太陽光発電

ソーラーシェアリング

その他再エネ

電気自動車

脱炭素宣言

自治体電力適応策

既存エネルギー

広域連携

購買行動

工業団地・産業生活

省エネ

建物のゼロエ
ネルギー化

老人たちの活用を考えたいで
す。例えば老人たちが家の中
で引きこもっていると心身の
ために良くないということで
あちらこちらでサロンが開か
れていますが、集まって歌を
歌ったり軽い体操をすること
が多いのですが、元気な方々
も沢山いるので、もっと公園
の草むしりとか道端の掃除と
かしたいです。今はコロナで
様々な活動が自粛されていま
すが、コロナ終息後に考えて
みたいです

介護従事者への支援

人口維持
白井市在住だった人が若者
が白井市で住めるよう駅近
賃貸公団の設置一旦白井市外に転出した若

者が白井市に戻ってきたく
なるような、施策、イベン
ト、レガシー作り

老人は駅近へ 子世帯は郊
外へ

公共交通の充実
公共交通機関の充実（車を
減らす）

バスの運行量を増やす

自転車で通りやすい道を増
やす

北総線の運賃値下げで街の
活性化

北環状線の早期開通

沿道開発に一定の縛りを

空き地の使用について環境
に係る市のルールを作る

介護施設の近くに住宅を建
て、若年層が住めるように
する

中高大学生からの就業体験
訓練、インターンシップの
実施（農業工業）

雇用の創出

定年制の延長

高齢者でも健康な方は就労
を（生きがい・コミュニ
ケーション・収入）

健康維持 緑の中の散歩

作物の地産地消
サイズが不揃いでも商品が
販売できるように

白井市の農業育成の為の
ロードマップ作成と投資

農業を支える主体を広げる

農業保全の負担を農家に偏
らせない

湧水 水の治水 雨水涵養
の道路、農地

シェアリングエコノミーの
促進

農へのモチベーションを高
める

農業従事者の維持

農地保全

働く世代の転入を促進する
取り組み

子育て環境を良くする

安心して医療に関われるこ
と 費用・設備

グリーンスローモビリティ
車両の市内循環輸送

北総鉄道運賃

二世帯住宅の補助

空き家を安く住宅が必要な
方に貸し出す

農業をやりたい方(市外も)
に農地を貸し出す地産地消での推進

農家への補助

梨畑減少 働き手不足 高
齢者の働く場に

退職者に農業を含め元気に
過ごす方法を見つけられる
ようにする

エレベーターのない団地に
エレベーターの設置

公園に健康器具の設置

買い物支援 ショッピング
巡り乗り物

高齢者が気軽に集まれる居
場所づくり子育て世帯の支援

若い方が白井市から出てい
かないように交通・教育・
支援についての対策をする

シニアの活用

１００才代を活性化

空き家の活用

北総線運賃安く

人口増進に市の援助

グループ活動 若い↔シニ
ア

子供育成活用

市内外のモデル事業を（店
舗や工場などの建設、立て
替え）広く周知していく

ナッシー号 バス運行は
もっと使いやすくならない
か？

国から出る補助金や助成金
を市で強くアピール（家の
建設・建て替えなどのチャ
ンスをとらえる）

車の使用を少なくする

健康増進を計る

産業振興＝雇用が市内で完
結すれば、子育て世代も暮
らしやすい

商業施設を増やす

衣食住のテーマパーク

子育て世代にとって魅力を
アピール、町づくり(補
助・健康・教育)

住み続けたいと思う若い世
代を呼び込む

農地・農業に関しては食料
供給の面からも減らないた
めの施策が必要(補助金・
支援策を徹底する)

もっとレストランを増や
す。

若者が楽しめる街。

若者にとって魅力のある
街。

逆走・ブレーキとアクセル
を踏みちがい事故防止、早
急に手を打つ。

高齢者も自由にタクシーの
ように使える車。

高齢者も楽しく仕事が出来
る毎日。出産費用をもっと安くす

る。 給食費無料。

学校はスクールバスで。

子育て支援の充実。

野菜・米は自給自足のま
ち。

白井市内で雇用が完結する
産業振興や介護関連スタッ
フの確保。

農作業体験（子ども・高齢
者）。

持家率が非常に高い白井市
での建て替えの推進（マン
ション含む：コンクリート
寿命も考慮）。

自転車の通行をもっとでき
るように道路を整備する。

自転車道路の整備。

空家対策・フードロス（廃
棄物）・農地活用。

バスの本数をふやす。

カーシェアリングを市主導
でもっと増やしてほしい。

電車運賃の値下げ。

電車の料金を下げる努力方
法。

工業団地に保育施設をつ
くってほしい（誘致のた
め）

地産地消の店PR
魅力的なお店（飲食店な
ど）増えるように。

農地の活用をあらゆる視点
で考えていく。

白井は梨の産地 後継者は
いろいろ悩みながら進んで
いる。今こそ自治体は若者
としっかり協議していく体
制をとる必要あり。

畑にまく農薬は安全なもの
だけにしてほしい。

チバGAP

休耕田や耕作放棄地にブ
ルーベリーなどを植樹（小
中学校で研究課題に。収益
は農家へ）。

農業の教育がある。農業参入しやすい。

農業法人化。

介護施設（介護士）の増加
と介護に関わる方への支援
増加（手当等）。

白井はニュータウン事業に
より、高齢化と住宅の老朽
化、国の方針をきちんと出
させる必要あり。

サイクリング道路魅力。

公園を増やして子育てしや
すい市に。

下手賀沼をレクレーション
基地に。

入る人が少ない林や、伸び
すぎている、草や木を切っ
てほしい。

危険な野生動物を、捕獲
（たぬき・さるなど）。

それぞれの家庭や企業で、
木や花を植えて緑をふやす
（福岡市「1人1花運動？」
など）。

木を植えよう排出量取引。

緑地（市が欲しい）を増や
す。固定資産税を減免→公
園にカウント。

就業人口を増やす為に女性の
働きやすい社会を。その為に
学童保育の充実を。現状の民
間業者への委託は、指導員の
資質を生かせず大変もったい
ないです。せっかくの人材が
流出したり、退職の流れに
なっています。

環境の良さ・子育てし易さ
を市外にアピールするポイ
ントとできるよう計画的に
事業展開。

駅を中心としたコンパクト
な街づくり。

脱自家用車①公共バスネッ
トワークの拡充②自転車道
の整備。

結婚をしない人が多いの何
とかしたい。合同お見合
い。

・働く場の創出 ・企業誘
致

・産業振興 ・社内で雇用
が完結によって若者世代を
呼び込む。

荒廃農地の自由な利用、流
動化。

農村地域での住宅規則の見
直し。

農業の後継者がいないので
だれかいないかつのる。

高れい化のためなんとか健
康でいたいので運動をとり
入れている。朝の散歩1万
歩目標。

高齢者が家・荷物の整理を
して家が回転するように。

私も73才なので子供・孫の
ためにできるかぎりの事を
したい。なるべく子供に世
話をかけず健康でいたい。

遊休農地に耕作者をマッチ
ングする。

農家さんが75％へることに
よる対策 農地の保全。

農業後継者を血縁にこだわ
らず他地域からでも受け入
れる体制。その家庭にメ
リットがあることを感じさ
せる政策をとる。

農業を食糧源として、会社
が参入する農業工場をつく
る。一方で、緑の中で生産
するところは好きな人を募
集する。

ボランティアで農業を行う
のは就業に入らないのか。

若い人々が出て行かないよ
うに、この市にいることが
メリットある環境をととの
える。

介護施設が絶対不足するの
で、地域の家庭が皆1つと
なって互いに助け合うシス
テムをつくる。

高齢化しても使える移動手
段を用意。（車にのれな
い、自転車はこわい）

荒地、空地をすべて公用化
あるいは活動拠点とできる
条例をつくる。所有者にメ
リット与えながら強制的に
できるようにする。

子どもが安心して遊べる空
地、公園が少ない。

自転車が安心して走れる道
路。

自転車にもバックミラーを
義務化してほしい。

下手賀沼の水質改善を進め
漁業の復活。放射能？

雑木林になっている山林を
アスレチックやトトロの森
のようにする。

手賀沼周辺を観光地化す
る。

キャンプ場の復活を。

農家や昔の文化財産を資料
保存館を空地につくって観
光資源にする。

工業団地内に展望塔つくり
観光センターにもする。

介護従事者の腰の負担軽減
の為の器具の導入。

空き家を活用し、新規農業
従事者を増やす。

空き家の活用して街づくり
につなげる

空き家長期化に罰則を

子供3人以上の家庭に援助
金を出す

幼稚園～大学まで無料化

子育てしやすい街づくり

緑の更新

平塚地区 桜の植樹（新し
い木を！）

コストのかからない緑地保
全

まずは今ある緑地を良好に
残しておく

グリーンインフラ

生物多様性のある緑地をコ
アとし、バッファゾーンと
しての里山文化農業 緑地保全

公共施設の屋上等で緑の活
用

身近な公園が整備されるこ
と

沿道開発の見直し

景観計画を策定し緑の保全

樹木の植え替え緑を減らさない

市の自然豊か緑が多い 裏
付けとして脱炭素SDGsの
取り組みを表明する

エアコン(熱交換している
だけなので)の消費を抑制
する
グリーンカーテンや木陰を
増やす

植樹作業。

里山フットパス

里山の保護 住民と政策

林の整理を（山まで）市民
とともにやってみる。

木を植える。

緑地の（林）整理して森林
浴ができるところをつく
る。

地域の自然環境の表現。→
数字は示されているが、対
象はよく解らない。

自然環境の現状の見せ方改
善。

林の荒廃が目立つ。伐採し
てチップ化エネルギーに。

休耕地の草刈を進め堆肥化
バイオマスエネルギーに。

里山緑地を守るため、森林
インストラクターを養成す
る学校を作る

森林環境譲与税を活用し
て、森林の植樹と伐採した
樹（木材）の利用

森林環境税の有効利用

緑道を愛着もてるようみん
なで植樹する。

65歳以上の方々に環境づく
りの原動力になっていただ
く

道路は少なくしても車道、
歩道、自転車道と走りやす
いきれいな道にしたい

街が美しいと思える街づく
り ごみを無くし、緑が草
ボウボウではなく生々とし
ている

農業(特に梨)の後継者確保

農業や林業を充実させる

樹木は50年ごとに植え替え
ることとする

森や林、池等整備する人を
公務にしてほしい

森林 CO2の吸収

100年後の水辺を守るため
の森づくり

市街化調整区域
農業の保護↔開発による有
効利用

市内、近隣地域の地産地消
をもっと進めたい→農業を
支援したい

市内での雇用完結のための
産業振興(子育て世代の利
便性向上、交通にかかるエ
ネルギーの低減)

白井市は高齢者の比率が高
い、高齢者に優しい市政運
営と高齢者の積極誘致

子育てしやすい環境をア
ピール、出た人を呼び戻す

コミュニティバスの便を増
やす

北総線運賃値下げは住みや
すさにつながる

乗用車の共用化(シェア)を
画る

森林の間伐(整理) 市道への木々の枝葉を剪定
する

里山保全

食料の地域循環率を高める

農業生産者の継承者確保、
優遇

耕作放棄地の解消

空き地対策

農業後継者の支援

退職者での農業就労支援を
進める

梨園の拡張

農業をやりたくても収入が
不安定→初期投資の融資
(補助)必要

農地の後継者斡旋の仕組み

家庭菜園をする人を増やす
→遊休農地の利活用

ユニバーサルデザインの市
内循環バスを使う(自家用
車を減らす)

自転車道路の整備を急いで
ほしい(マイカー減らす)

”北総Line”は住みやすい街
であるので持続可能な市運
営が必要である。環境の保
全を前面に打ち出して！！
人口の世代の段差を解消
(人口減少を抑制)

北総線の値下げ
東京ベッドタウンとしての
発展

地元での職場の確保が必要
(若者の地元就業の促進)

介護の職場の誘致と若者へ
の斡旋＋好待遇化

インフラの守備範囲を制限
する必要があるのではない
か？

旧施設のリノベーション、
テレワークの拠点として活
用

木を守る、私有林の木も守
る

不要な建物は壊すか縮小し
て空いた場所は森林公園化
する

高齢者のゴミ出し、独居高
齢者の家じまい、ごみ問題
をどうする？

河川敷の整備・改修(水流
の維持確保)

白井の里山から涼風を全国
に送る。

住みやすい街づくり 安心
安全

里山と中心街を結ぶサイク
リングロード（車社会を減
らす）

水質を守る為に安全な洗剤
洗浄剤を利用することを推
進してほしい。

白井の地下水汚染から考え
ると水の浄化を考えていく
必要あり、すなわち水の確
保。

水素エネルギーの開発と実
現化 白井市でもやれれば
GOOD（休耕田など活用し
て）

EVも電気の発電にCO2を発
生させる グリーン水素の
研究

水素バス
高齢者

子育て

自転車

北総線

転入促進

緑・二酸
化炭素固
定 水質

空き地・空き家

街づくり

産業振興

シェア

水素

農業・農地



ガレージセールの普及

子供たちの提言を求め、生
かす町づくり

教育委員会・危機管理課・
健康課・市民活動支援課・
産業振興課他と環境課との
連携 庁内全体で取り組む
必要。

市の目標早く掲げる周知徹
底。

国の方針をまず整える 市
町村の特色はそんなに多く
ないのでは。

吉田地区の新クリーンセン
ターの脱炭素化、エネル
ギー、熱の利活用の再検討

地球温暖化 市が主導して
ティッピングポイントを明
確にし、市民の環境への意
識を定着させる

市に環境下以外の専門担当
者を置く（色々な課にまた
がることなので）

クリーンセンターを脱炭素
の観点で見直していく

吉田地区の新しいクリーン
センターの計画の見直し
・脱炭素 ・熱エネルギー
の再利用。

市の事業、施策がどんな脱
炭素、環境に関係するかを
各課で見直す

地方創生 SDGs 補助金
次年度以降エントリーでき
るよう、白井市の方向づけ
を市民が行う

白井市単独で取り組むので
はなく他市との連携を

市の権限を広げる（地方自
治）

産業構造
価値の増殖、資本の蓄積を
はかる資本主義体制のあり
方を国家、グローバルで再
考し、環境とのあり方を再
構築する（市からの要望と
いう形で）

情報発信 魅力伝える
CO2削減や環境保護のアイ
デアコンテストを実施→表
彰→情報共有。

個人への意識づけ

白井市の魅力を環境問題か
ら考えてく

エコ活動を引き続き進める

投資を惜しまず市民を巻き
込む

ボランティアに市の援助

インターナショナルを増や
す

行政が声をかけても、市民
一人一人に「自分事」とし
て取組んでもらう為、常に
情報発信が大切。

まちづくり協議会や自治会
など地域ごとの課題として
楽しく取り組んでもらう

地域の人材活用

地域のネットワーク 情報
人材

市の魅力：緑の ・計画的
な活用 ・個々の家庭での
育成 ・農業人口の増加
を推進する。

価値観の変化を子どもから
大人まででしていく必要が
ある。

慣れで電気や水、食料など
を浪費しない意識改革！

環境にまつわる災害・産
業・教育・交通…全てのリ
ンクする問題を連携して考
える

人口問題 ロボット化 農
業 工業

海外人材の交流

地域のつながり→防災防犯
災害がくる前にどうしたら
良いか？を市・市民で考え
て準備をする

蓄光材とソーラーライトを
組み合わせた防災グッズを
白井から広める。

蓄光材を使用した蓄光ラン
タンを電気利用の少ない地
域、国へ広める。

道路の案内を（山の中な
ど）蓄光材を使用して人が
ハイキングなどで入りやす
くする。

ゴミ焼却場は最新のもの
水素・アンモニア・ヤシ
殻・燃料活用。

吉田地区の新クリーンセン
ターの脱炭素化、エネル
ギー・熱の再利用を再考し
ていく。

市の広報しろいや、eメー
ル、SNS等でシリーズとし
て、脱炭素や環境・SDGs
の発信を1年間位つづけて
いく（広く市民に周知）。

環境と防災視点。非常時、
HV電池を家庭で使える方
法をPR。

防災視点。近くのコンビニ
の電力を守る。

不動産（持ち家）の流動化
・持ち家を担保にした融資
（死亡後、売却） ・終活
ノートに不動産の始末を記
し、子供に指示etc.

固定資産税がまかなえる個
人資産の投資をすすめる。

図書館の充実を（リクエス
トしても手に入らない。時
間がかかる現状）。

環境フォーラムを発展させ
て、環境に関心のない人へも
情報を広げていく（ふるさと
祭りなど市のイベントも活
用）。広報：知らない人に知
らせなければ無意味。

温暖化による被害状況を公
表していく。

異常気象高温多雨二酸化炭
素排出量の減少。

吉田地区の新しいクリーン
センターでの・脱炭素 ・
熱エネルギー活用 を計画
に入れる。

地域の団体やまちづくり協
議会で話しをする「テー
マ」に脱炭素や環境を！

子供達が大人になった時と
いう視点で、大人も子供も
共に考える。
世界的で遠い問題を、いか
に自分たちの身近な問題と
してとらえるか・・常時そ
ういう場を設定していく。

環境課に任せるのではなく
環境課を中心に、庁内の各
課が連携した協力体制をつ
くる。

税収が増える政策（企業の
誘致→優良企業！）→イン
フラの整備（公営企業の収
入増対策）。情報の発信方法の推進（市

と意見などの情報の受け
方）。

市の税金計画での位置づけ
を明確に！→今後5年間で
は修正要？

すぐやる課（少なくともす
ぐ考えて対応する）ところ
を作る。何日言っても変化
なしはダメ。

白井をPRするパンフをま
とめてほしい人に提供でき
るようにする。

リサイクル（啓発）システ
ム（わかりやすく）

３Rの推奨、啓発

リサイクルBOXを設置 量
に応じてポイントがつくよ
うにする

ゴミ分別のお手伝いをする
ボランティア育成

ゴミ分別の方法をもっと細
かく 丁寧なレクチャーで
教える

点で終わらず繋がるシステ
ム(例)生ゴミ処理→コンポ
スト→土再生→田畑森林利
用→人づくり

ゴミ減量・有料化。

ゴミの減量化だけでなく
CO2やゴミを出さないもの
を購入する「賢い選択」の
周知。

ホッカイロ・紙オムツ・携
帯Telなど材料を再利用す
る社会的循環システムを構
築する。

生ゴミ処理コンポストの設
置 共同で使えると助かり
ます（自宅でやるのは大
変）。

ごみを減らすだけではな
く、何を買うかを選んでい
く、又、再利用を考える。

ゴミのすて場にすててほし
い。

ゴミすてが多いので何とか
しようとして、旗を立てた
りして大変です。

運動公園への道路の乱開発
アート：ゴミ

ゴミを出さないようもっと
資源回収団体を育てる。

ゴミをへらす。資源化の啓
発を充分に。

一般廃棄物処理計画→「ご
みの減量」と「値上げ」
（有料化）→資源の有効活
用を図る。

不法投棄をされないよう、
ゴミの出し方を周知する。

粗大ゴミの回収を機動的に
行う ダメ民有地だから回
収しない。

ゴミゼロを年1回でなく月1
回にする。

ゴミ減量 生ゴミ・資源物

道路清掃 草 ゴミ

池の清掃 木 草 ゴミ

各家庭の生ゴミ処理にnew
スタイルのコンポスト

廃棄物目標の達成に寄与す
る分は少ないが、できる３
Rを行う

下水処理 ゴミ処置

物の処理方法

生ゴミ処理方法？プラス
チック処理方法？車社
会・・・高齢者は強制的に
乗り換える（全自動以外は
乗せない）。

ゴミの減量生ゴミ処理機を
各家庭、事業所へ配布。

資源回収の徹底。

循環型で無駄なくリサイク
ル資源を活かしていく取組
に協力（ホッカイロ・オム
ツ・フードロスetc.次々に
出てきている。

ゴミ問題は企業の方が進ん
でいる自治体は連携をとり
ながら対応していく必要あ
り。

ゴミの排出量削減と共に購
入時に質を選ぶ習慣を作
る。

ゴミをポイ捨て不法投棄さ
れない道づくり。

自然生態系教育を小学生か
ら具体的にする

市民一人一人がサスティナ
ブルな生活を意識できるよ
うに広報に力を入れる

環境に良いものを使うため
の知識を一人一人に広報す
る、知ってもらう

コロナ対策と同じく個人の
協力だけでは問題解決でき
ない。政治が率先して解決
策を提示すべき

国:法整備、義務化、助成、
補助金 市:新生鐵具喜、制
度変更の度の広報周知、助
成、補助金 役割分担し、
広域連携も併せて考える

50年前の生活に戻らないた
め個人は成果る様式の見直
し(大量消費)

少し昔の暮らしの知恵を共
有しリユース、リサイク
ル、不用品の交換や再生活
用

ボランティア活動
気軽にボランティア活動が
できる仕組みづくり 現在
の市民ボランティア等露光
について周知が不十分？

コロナと同じように脱炭
素、SDGsでも新しい生活
様式を作っていく(街づく
り、自治会、学校などでも
取り組んでいく)

桜台小中の自校式給食セン
ターは市の全体を一括した
センターで賄うことにする

市の設備(大規模改修など)
公共施設整備時に、脱炭素
やSDGsに効果が出る考え
方を

施策、方針の変更を一早く
市民に周知して乗り遅れる
市民がいないようにする

グリーンセンター(新)での
脱炭素やエネルギー再生力
などを3市町の住民にわか
るように数値で示し公表、
公開する

基本的に資金が必要なので
市の予算はどうか

グリーンインフラを広域連
携、大きなエリアとして考
える(自治体間、あるいは
県で)

循環社会の構築

子供のころからの森林体験
(自然、屋外) 廃材などを
利用したモノづくり体験

市民の価値観も環境重視
に、日常生活でできる小さ
な変化にも積極的に

科学者は科学的データを
オープンに 政治は市民と
向き合う政策決定を 行政
は政策な着実な実施を（例
えば空気中のCO2濃度)

脱炭素や環境に関する目標
と効果を数値で見える化
(市、地区単位で)

白井市のアピールポイン
ト、市税遺・緑の豊かさを
「脱炭素}「SDGs:環境」で
裏付ける
子供から若者世代の昨今の
関心ごとでもあるため広報しろい、SNSとメール

などで脱炭素、SDGsシ
リーズを作り、また国の動
向の変化はトピックとして
情報発信

小学校区ごとのまちづくり
には地区の特性を残し、そ
の度？テコ入れを（自校式
給食）

エコスクール 学校にソー
ラーパネルバッテリーを無
料で設置 千葉市、横浜市
…

小学校の児童が白井市内の
緑にあまねく触れられる学
習の機会を作る

小中学生への環境教育、
ワークショップ体験

小学校の先生に、子供の発
達についての研修を（知識
がない先生が多い）。

環境教育(子供の頃から…
→大人へ)

学童の委託をまどか幼稚園
にお願いしたい。

小・中学校で廃木を使った
制作や森林の中での遊び
（キャンプetc.）

格差のない教育政策

エコスクール推進

子供の力を生かす、育てる

学校の授業で伝える。

市内の幼稚園、小中学生の
環境教育をさらに進める

環境教育推進

小学生レベルでわかる程度
の脱炭素、SDGsの知識を
市民全員が持つようにする

便利（コンビニエンス）≠
快適（カムフォーダフル）

幼・保育園での遊びながら
環境を考える体制をくみ入
れていく。

児童福祉の拡大

小、中学校の校庭の美化

温室効果にメタンガスの影
響は？

神崎川の整理

里山への不法投棄の解消

生ごみの堆肥化を推進する

ごみの分別を徹底する

ごみに対する市民啓発 ・
捨てない ・有効利用の提
案

生ごみの堆肥化

自治会への加入率を上げる
仕組みを考えていく

白井市内の事業所を環境へ
の取り組みができるように
セミナーを開き、協力を仰
ぐ

環境教育の増加

温暖化抑制の教育は子供か
ら！ 環境→地球を大切に
するための生活を考える授
業が必須

学校のエアコン室外機熱も
温暖化のひとつ。使う子供
たちにもそのことを考えて
ほしい

資源回収業に対する市民の
意識努力は高い！(インテ
リジェンス)

ごみ減量のさらなる促進策
が必要(焼却以外)

電磁波過敏症の理解、対応
を進める

大山口小学校の図書室にエ
アコンを。コロナで窓を開
けているとますます寒く
て、へやにいられません。

子供たちで海岸清掃（プラ
ごみ理解の啓蒙）

小中学校や自治体の資源回
収に協力する業者を探す

環境は子どもの頃からの学
びと意識が大切！大人と子
どもが共通のテーマとして
話すチャンスが多く必要。

水の奪い合いが世界的に起
きる「バーチャル・ウォー
ター」についての考察→
農・工業に影響が出てく
る。

人口問題 世界から集める
世界80億人口どうする。

移民政策
外国人家族の永住権を（農
業・福祉就業）

保育・教育
自由、権利の拡大がもたら
すマイナス面を学ばせる

人口の増加を考慮する

DVを減らす 虐待から殺
人・重罪・育児放棄も同様
・児童相談所の改善。

市内での過剰包装を減らす
運動→消費者も選択して購
入

磁気を利用する技術が進む
と思う

フードロスは”0”にする。
子ども食堂は個人でしてい
るものを。落下した梨は
ジャムだけでなく、更に食
品化を考えて梨農家を救
う。野菜を廃棄させない。

子どもの環境育成教育 ゴ
ミゼロ資源回収増やしてい
く。

生涯学習 リタイア世代を
単なる消費者でなく環境保
全の旗振り役に

災害の時電気不足→避難所
と地区の電力を結ぶ仕掛け

サマータイムの導入

空中を利用した乗り物の利
用

デジタル化による効率化

地球のキャパをを考えて生
産調整をする体制をつくる

自然災害による被害に対す
る補償をアピール充実させ
る→農業を始める人が増え
るのではないか

便利ではあってもアナログ
(自分の体を動かして…)の
生活を良さを共有していく

白井の昔の遊び、食べ物を
お年寄りから幼稚園、小学
生に伝えてもらう

凡例

行政のあり方

人材活用
クリー
ンセン
ター

技術
考え方

その他

防災

教育・学校

ごみ・清掃

情報発信・啓発

国際

市民向けワークショップの効果
回答数 ％

全体 (加重値) 52 100.0
1 とてもそう思う (5) 33 63.5
2 少しそう思う (4) 16 30.8
3 どちらともいえない (3) 2 3.8
4 あまりそう思わない (2) 1 1.9
5 全くそう思わない (1) 0 0.0
平均値 4.56
標準偏差 0.67

Q1.1：以下の質問について、当てはまる番号を1つ選んで○をつけてください／気候変
動の影響と脱炭素の動きについて理解できた　（SA）

回答数 ％
全体 (加重値) 52 100.0

1 とてもそう思う (5) 32 61.5
2 少しそう思う (4) 18 34.6
3 どちらともいえない (3) 2 3.8
4 あまりそう思わない (2) 0 0.0
5 全くそう思わない (1) 0 0.0
平均値 4.58
標準偏差 0.57

Q1.2：以下の質問について、当てはまる番号を1つ選んで○をつけてください／気候変
動が白井市に与える影響について理解できた　（SA）

回答数 ％
全体 (加重値) 52 100.0

1 とてもそう思う (5) 21 40.4
2 少しそう思う (4) 24 46.2
3 どちらともいえない (3) 6 11.5
4 あまりそう思わない (2) 1 1.9
5 全くそう思わない (1) 0 0.0
平均値 4.25
標準偏差 0.74

Q1.3：以下の質問について、当てはまる番号を1つ選んで○をつけてください／白井市
の2050年の姿について理解できた　（SA）

回答数 ％
全体 (加重値) 52 100.0

1 とてもそう思う (5) 26 50.0
2 少しそう思う (4) 20 38.5
3 どちらともいえない (3) 5 9.6
4 あまりそう思わない (2) 1 1.9
5 全くそう思わない (1) 0 0.0
平均値 4.37
標準偏差 0.74

Q1.4：以下の質問について、当てはまる番号を1つ選んで○をつけてください／白井市
が抱える地域の問題について理解できた　（SA）

回答数 ％
全体 (加重値) 53 100.0

1 とてもそう思う (5) 14 26.4
2 少しそう思う (4) 29 54.7
3 どちらともいえない (3) 6 11.3
4 あまりそう思わない (2) 3 5.7
5 全くそう思わない (1) 1 1.9
平均値 3.98
標準偏差 0.89

Q1.5：以下の質問について、当てはまる番号を1つ選んで○をつけてください／カーボ
ンニュートラルシミュレータを体験することで、脱炭素に向けたみちすじがより深く理解
できた　（SA）

事後アンケートでは、気候変動の
影響と脱炭素の動きについての理
解、気候変動が白井市に与える影
響についての理解は、95％程度得
られている。

未来カルテを活用した白井市の
2050年の姿についての理解、白井
市が抱える地域課題についての理
解は、90％弱得られている。

CNSを体験することで脱炭素に向
けた道筋がより深く理解できたと
いう人は、参加者の80％程度であ
る。一方、あまりそう思わない、
全くそう思わないという回答も7％
程度あった。

2時間という短時間のワーク
ショップにおいて、述べ589件
（45.3件/班）の提言がなされた。
地域振興の課題と脱炭素を同時に
考えることができた。



③ 白井中学生向けワークショップ

• 中学生向けワークショップは、千葉県白井中学校1、2年生全員105名を対象として、
2021年6月21日に実施した。

• まず、体育館に全員が集合し、白井市の未来カルテに基づく2050年の白井市についての
レクチャーと、脱炭素の背景と白井市への影響、対策メニューに関するレクチャーを行
い、各自に配布されているタブレット端末に白井市に関するCNSをダウンロードして、
CNS体験をおこなった。

• その後、教室に移動し、2050年の未来の白井市長になったと仮定して、白井市長が直面
している課題の書き出しを行い、昼食の後、課題を解決するために今から何をすべきか
という政策提言アイディアの書き出しを行った。各教室内において、課題の書き出しの
段階では、他の班の作業状況を確認する時間を設けるとともに、政策提言については、
「いいねシール」を貼ることによって他の班のアイディアを評価する時間を設けた。

• 最後に、笠井喜久雄白井市長ら市幹部の前で班ごとに、一押しの政策提言や「いいね
シール」をたくさんもらえた政策提言を紹介し、市長からコメントをいただいた。



白井中学脱炭素未来ワークショップ当日成果物例

CO2を出さない

二酸化炭素の量を減らす

地球温暖化にならないため
にCO2の排出をしないよう
にする

CO2の排出をおさえる

二酸化炭素の排出をおさえ
る

2035年にはCO2を排出しな
い物を全てつくる

なるべく、二酸化炭素を排
出しない

化石燃料を減らす

工場を減らす

二酸化炭素を出さないよう
にエコな物を使う

二酸化炭素ダイエット！

工場をつぶす 二酸化炭素を減らす

二酸化炭素を減らすために
は、ポスターを作る

猛暑日が増えないように、
二酸化炭素やガスを出来る
かぎり出さない

二酸化炭素を減らす

二酸化炭素を減らすため
に、ビニール袋を使わない
ようにする

工場のガスを減らす

CO2削減

CO2をあまり出さない発電
所をつくる

CO2を大量に還元する

1度の発電で大量の発電を
出来るようにする

温暖化 世界の目標をいち
早く達成する

CO2の排出を少なくする
CO2の排出量が少ない発電
方法を進める

二酸化炭素減らす

化石燃料の消費を減らす

二酸化炭素を出さない

日の当たるところにいっぱ
い太陽光パネルを作る

ソーラーパネルを作る

太陽光パネルをふやす
太陽光発電をするための土
地を増やす

太陽光を増やして、太陽光
発電をする

たくさんの場所に太陽光を
置く

企業に協力してもらい、工
場の屋根にソーラーパネル

使っていない農地を提供し
てもらい、ソーラーパネル
を設置。その農家さんには
税を負担する。

農業をしている所へ行き、
太陽発電してもらう

家の屋根にたくさんソー
ラーパネルをつける

太陽光発電を増やす
家を建てるときに必ずソー
ラーパネルをつける

使われていない土地に太陽
光パネルを設置する

太陽光パネルを増やして、
再生可能エネルギーを主と
する。

スーパーなどの上部分に太
陽光パネルを設置する

太陽光パネルを増やす
耕作放棄地に太陽光パネル
を設置する

太陽光パネルを付けるよう
に義務化する

ソーラーパネルをたくさん
置く

太陽光を増やす
不要になった田の一部で発
電する

太陽光発電を増やす

太陽光パネルを置けるだけ
置く

電気自動車をつくる

電気自動車を増やす

電気自動車をもっと増やす

少しずつ白井の車を電気自
動車に変えて行く。

車を電気ではしらせる

自動車をHVなど二酸化炭
素がでるものを禁止する

お金がかかるけどすべての
車をハイブリッド車や電気
自動車などにする。

CO2排出をゼロにするため
に市内だけでも電気自動車
なども普及させる。

電気自動車のガソリンスタ
ンドみたいのを増やす

自動車の脱炭素化

トラックや自動車を電気や
水素を使う

電気自動車を後払いであげ
る

二酸化炭素を減らすために
は、電気自動車にする

電気自動車を増やす

電気自動車の販売を進める

GV,DV,HVをEV,FCVにする

自動車を電気自動車に

電気自動車を使う

二酸化炭素の排出量が少な
い自動車ををつかう

新しい木などを植える

木をなるべく多くする

地球温暖化をすすめないた
めに一人一本の木を植える

ある程度、成長した木は伐
採する

少しでも、植物を減らす

古い木を植える。新しい木
を植える。

温暖化をおさえるために新
しい木をうえる古い木を物
にかえる

小学校、中学校で1年に1度
木や植物をうえる体験をす
る(全学年)

木をたくさん植える

植物以外も酸素をつくり出
せるようにする

植物以外にも身近なもので
二酸化炭素が吸収できるも
のをつくる

木を大切にする

養林場をつくる

建物(空き家など)を壊して
そこに木を植える

木をたくさん植える 新しい若い木を植える

あまり木を伐採しない

成長しきった木は切り倒し
木材に

木などを植える

自然をたいせつにする

市の道などいろんな所に木
を植えてほしいです。

自然を増やす

植物を増やし二酸化炭素を
減らす

空き地を無くし、植物等を
植える

植物の光合成でCO2を吸収
してもらう

植物を植える

植物を植えてきれいな空気
にする(二酸化炭素減)

植物を植えて二酸化炭素を
減らす

ガソリンを使う車を売らな
い

再生可能エネルギーを行う

再生可能なエネルギーにす
る

気候変動をおさえるには再
生可能エネルギーにする

新しい再生可能エネルギ―
を作る

再生可能エネルギーをつか
う

再エネ

ZEHを増やして若者を呼び
こむ

エアコンを節約する 建てかえ無料

建物のゼロエネルギー化
住宅を建て替える時にZEH
にする

節電！ 節水！省エネ

ZEH ZEB家の全部をZEHにする

ゴミを減らすためにリサイ
クルをする

ゴミが出ないためにリサイ
クルする

ゴミを減らすためにリサイ
クルを心がける

リサイクルをしたら何かの
ごほうびをあげる

物をあまり燃やさない

ゴミになるものを作らない
リサイクルできるものを作
る

ゴミはリサイクルする

リサイクルする

ゴミをしっかり分別する

ゴミの量を少しでも減らす

リサイクルをこころがける

すてられるものでも何かほ
かに使えるか考える

使い終わった物でも、再利
用して使う

ゴミ0運動参加→特典(クー
ポンなど)

ゴミを出さない商品をつく
る

市のきれいさを保つ

いらない物をつくらない
ゴミをあまり増やさないた
めに必要なもの以外作らな
い

リサイクルを呼びかける

必要な物を必要なだけ作る

3Rを市内で呼びかけたり、
リサイクルしたいもの等を
箱に集める活動をいろんな
とこでする

週に1度公園でリサイクル
ショップをひらく

3Rを白井市に呼びかけをす
ることが大切

廃棄物を減らすために市内
で3Rを意識する

「ゴミ」を少しでも減らせ
るようにリサイクルできる
ものは、なるべくたくさん
使うのを呼びかけする事が
必要

食品ロスをなくす 給食の量を減らす 地域でゴミ拾いをする

ゴミをリサイクルに積極的
に出す

リサイクルのイベント、施
設をつくる

給食を残さない

「リサイクル絶対」の法律
をつくる

食べ物などを残さない 川や海にゴミをすてない

すぐに捨てずに、「再利
用」の道を考える

ゴミ拾い

3Rの法律をつくる

なるべくリサイクル

廃棄物をなるべく、捨てる
ようにする。リサイクルも
してみる！

紙パックやプラスチックご
みはリサイクルする

廃棄物を出さないようにリ
サイクルをする

食べ物を残さないようにす
る

ゴミの量を減らす ゴミを減らす ゴミを減らす

3Rの呼びかけ

なるべく廃棄物を少なくす
る

リサイクルショップをひら
く

リサイクルをする

リサイクルにだす
リサイクルポイントを作
り、リサイクルを進ませる

リサイクルをする リサイクル率を高める

ゴミの分別をしっかりする

食品ロスを減らす

リサイクルや近所の人のあ
げてゴミを減らす

分別をしっかりさせる

ゴミ箱を置く

リサイクルを呼びかける

ゴミをポイ捨てした人は罰
金

分別を強化
リサイクルやごみの分別を
しっかりする

ペットボトルをペンケース
にしたり、かさ車にしたり
してリサイクル。

草取りやゴミを拾ったりし
て、環境を整える！

食品ロスをなくす

ニンジンの皮を再利用して
料理する

プラスチックゴミを一人一
人減らす

リサイクルを出す場所を増
やす

生ゴミを減らす、出さない

ポイ捨てしない

リサイクル

オシャレなゴミ箱をつくる
(エコ活動をしたくなるよ
うな)

2021年6月21日

省エネ

緑・
吸収
固定

自動車の
脱炭素化

二酸化
炭素削
減

再エネ

ごみ・3R

植林

リサイクル

リデュース（排出削減）

リユース

食品ロス削減

ご
み
分
別

美
化
清
掃



薬をたくさんつくる

病院のベット数を増やす

医療の道具をふやす

病床数を増やす

病院のベッドを増やす

病院で働く人の数を増やす

病院を増やす

病院をつくる

医師を増やす

医者、病院を増やしたり、
質を良くする

医療 他の市と情報交換み
たいのをする

無料で診察をできるように
する

副業で医師をやってもらう
人を増やす

医療関係者の人達がユー
チューブなどをやり健康系
のアドバイスなどを教える

オンライン診察などを行っ
たり、宅配で薬を届けたり
する

患者数が減るように医療の
質を上げる

病院の数を増やす

高度な医療が受けられる病
院

認知症 リハビリさせる

ふだんから病気にかからな
いように健康に気をつける

自分の命をたいせつにする
健康な人をふやすために危
険な所をなくす

ケガや病気にならないよう
にする

介護ベッドを買う

家族みんなで介護の仕方な
どを習っておく

介護する人(看護し)を増や
す

介護してくれる人を増やす

余った公有財産(少子化で
余った学校、公民館)に、
介護の専門学校的なものを
つくる

在宅の介護サービスを通常
の１/2の費用で提供する

介護施設を増やす

介護施設をいっぱい作る

人口が減らないように、介
護する

家族などに介護を手伝って
もらう

白井に介護施設をいくつか
設置する

要介護者に見合った数の介
護施設を建てたり、介護ス
タッフを増やす

介護の仕事をする人を増や
す

介護が必要になったときど
うするかを考える

介護の職業体験をする

介護士を募集する(他の市
から)

病院と介護施設を新しく作
る

元気な高齢者をふやす

老人ホームを増やす

老人ホーム兼保育園を作る

病院や介護施設へお金をわ
たす

高齢者のラジオ体操場をつ
くる

健康な体つくりをしてもら
う

健康グッズを売る

定期的に人間ドックに来て
もらう(検査に来る回数を
増やす)

町内放送でラジオ体操の曲
を流す

お年寄りになるべくゲーム
などをさせて、認知症を減
らす

高齢者もスマホを使う

ペットとの散歩は高齢者優
先

なしぼー体操を義務化する

ラジオ体操を義務化する

おばあちゃん同士で話せる
場所をつくる

少子高齢化を防ぐ

認知症の対策をする

おじさん・おばさんに定期
的に診断する

高齢者の認知症予防講座な
どを開く

運動できる場所を増やした
り、イベント大会を開く！お年寄りも運動する

人口増加 人口を増やす
移住してきた人に初期費
用・仕事紹介

移住してきた若者が農業を
始めようとしているとき
に、最初の一年支援金がく
る

子どもをいっぱい増やす

白井市に大学をつくり転出
する人をちょっとでも減ら
す

こどもを増やすために最低
2人以上産む

人口を増やすために一家族
最低二人以上産めたら産む

コウノトリのエサを準備す
る

こどもを増やすために育て
るお金を市が出す

人口を増やすために、なる
べく産む。

子どもを作る いっぱい子供を産む

大学をつくる
学生が勉強、暮らしやすい
所にする

子どもをふやす 子どもをつくる

子どもを産む人には給付金
を渡す

街コンに強制参加させる
(独身を減らす)

事故死を減らす

若者が転出しなくて済むま
ちづくり

私立の中・高・大づくり

若い人を集める

子どもを増やす

大学をつくる

人口が減らないように、イ
ベントなどをたくさんした
方がいいと思います

外国人を受け入れる学校の
ようなものをつくる

人口が減らないように子供
向けの遊ぶ場所を増やす

引っ越してきた人にサービ
スを提供する

他の街から人材を派遣して
もらう

楽しい町にして転出数を減
らす

お見合いする場所作り

若い人達をつれてくる

大学をつくる

結婚、妊娠、出産、子育て
できる環境を整える

子供を産む

小・中学校の教師を増やす

海外の子どもも日本の学校
にかよう

白井に大学を造り、白井の
文化を後につぐ

高校生・大学生などに教師
のボランティアをしてもら
う

海外の人でも住みやすい街
をつくる

暑くてもしっかりと体調管
理

デング熱になっても治るよ
うにする

梨に関すること(品種改良
など)を市が支援する

熱にもたえられる、梨の種
類を生み出し後に残す

気温上昇→影響をおよぼし
ている可能性がある→各家
庭での「暑さ対策」や「熱
中症対策」が必要

熱中症にならないように、
水分補給をこまめにする

熱中症にならないように、
エアコンをつける

熱中症にならないように、
小型扇風機を持ち歩く

エアコンを増やす

クーラー設置を全フロアに
する

授業中も水分補給をする制
度

エアコンを増やす

虫を駆除する

台風の進化を止める!!

公園などにミストシャワー
をつける

給食のデザートにアイスを
入れる

公園などに日陰のある休憩
スペースをつくる

台風の影響を軽減するため
に備える

市内放送でエアコンを付け
るように言う

こまめな水分補給

災害にも耐えられる町づく
りを

災害に強い品種の梨を作る

避難所を作る缶詰めや水を用意しておく 避難場所を確認しておく
災害対策をする(いつ災害
が起きてもすぐに逃げられ
るようにしておく)

農業・産業で働く人たちを
増やし若い人たちで働く

公務員を雇う数を減らす 各職業の良さをアピールす
る

若い人が積極的に働く

若い人がちゃんと働く

たくさん働く 大企業を白井市につくる

働く人→21.8％減になる見
込み→働く人を少しでも多
く増やす必要がある

学校で農業や産業を伝える

仕事のジャンルを増やす

安定した職場づくり

働くように、親や知り合い
が声をかける

学校や公務員以外のところ
ではたらいてもらう

第一次、第二次産業の給料
を高くして、やる人を増や
す

若い人達が第一次産業の仕
事につくようにする

若い人が第一次、第二次産
業をしたいと思うような政
策をする

産業の体験会

楽しい仕事場をつくる

大手企業をもってくる自宅で出来る仕事を増やす

仕事をしやすい会社をつく
る

給料が高い会社を増やす

梨を作る若者をふやす

なしをいっぱいつくる

農業施設を作る

農家を増やす

田畑をつくる

無駄な道路をなどぶっこわ
して農地を増やす

農業の魅力を伝える

農業人口減少 仕事は楽し
いよって言うことを積極的
に伝える

農業をすると何か得する
ルールを作る

農業をする人を増やす

農業の楽しさを若者に教え
るためにボランティア活動
する

若い人達に農業の楽しさを
教える

農業のボランティアを増や
す

農業で働く人を増やす

農業の体験学習を行事で取
り入れる

農業の体験会を開催する

耕地面積を進化させて使う
(スマート農業にしたり)

農家の人が減っているか
ら、農業の良さを伝え、や
りたいと思ってもらう

機械を増やす(農業)

特産物を増やす

海外で日本の物を売ってお
金を増やす

日本の物を海外で売る(安
く)

海外でも売れるように、物
の宣伝をしてほしい。

梨だけでなく、他の作物も
白井の名産にする

バズる野菜を作る

16号沿いなどに名産品を売
る道の駅のようなものをつ
くる

名産品をもう1つ作る

1か所だけでなく、いろい
ろな場所で売る。（興味を
持った人がやるかも？）

産業・職業

人口
高齢化・医療・介護

温暖化への適応・防災

自然減対策

転入促進

転出抑制

学校建設

海
外

医
療

介護

元気なお年寄り

認知症

農業

熱中症

品種改良

伝染病

防災

市のルールを優しくする

PR動画を作り、動画サイ
トにのせる

白井の魅力を伝える

新聞でアピールする
ユーチューバーを使ってア
ピールする

漁業などの産業アピール

テレビで紹介してもらう
映画館のCMで放送しても
らう

市のイベントを増やす宣伝する
若い人が白井市に来るよう
に若い人が興味をもつよう
な物をつくる

世代の層を統一させる

お手頃定食を増やす

看板の文字を大きくする

町たたみをした方がいいと
思う

自然を増やしてまちをつく
るためのお金を減らす

遊ぶところ

遊び場所を増やす公園をふやしてほしい。

運動ができる場所をふやし
てほしい。

子どもたちのあそび場を増
やす

人気のスポットをつくる
観光スポットをつくる(遊
ぶ所など)

テーマパークを建てる

100均の店を増やす

特殊な建造物を建てる

若者でも楽しめるような物
を作る

ここで暮らしたいと思える
公共施設をつくる

子どもが遊べる施設を作る

ショッピングモールを建設
する

家族や若者に人気な施設を
作る

コンビニを増やす

住みやすくて長持ちする丈
夫な家を建てる

公園でいろいろなところに
休憩できる場所をつくる

公園や住宅の整備住居を増やす

お店をもっとつくる

住みやすい住宅街をつくる

住みやすい環境づくり

警備などを厳しくして犯罪
を減らす

遊園地や公園を増やす

新しい家をつくる

人が暮らしやすい環境をつ
くる

都会にある人気のお店を白
井につくる

ショッピングモールなど流
行している物が手に入るよ
うにする

都会にする

ショッピングモールをつく
る

本屋を作る有名なお店を増やす

美しい街、オシャンティー
な街

家の近くにスーパーや生活
に必要なものが買える施設
をつくる

ショッピングモールを増や
す

お店を増やす スタバをつくる

遊園地をつくる

観光できる場所をつくる

外灯を増やす

オシャレなキレイな公園を
つくる

みんな平等の世界作り

みんなが平和な世界 みんなが意識する
お金のつかう量とかせげる
量を比較できるようにする

お金を貯金する

無駄な物にお金を使わない
税金はちょっとだけでも国
が負担する

税金をなるべく減らせるよ
うに人々の協力が必要!!

観光地を増やす

白井市にもっと人をよぶた
めに、梨以外にも有名にな
る

白井だけのクーポンや得す
るものをつくる

梨のポスターを配る

白井市の道路で歩行者天国
をやる

過ごしやすい環境を作る住みやすい町をつくる 住みやすい環境をつくる

赤ちゃんの食べ物を提供す
る場所をつくる(リンゴの
すりつぶしなど100ℊで
100円みたいな)

粉ミルクをたくさん作る。
（捨てられない程度）

保育園、幼稚園を増やした
り、整える

病院など子どもが産まれて
から暮らしやすい所

治安が良くて子育てしやす
い幼稚園や保育園などの施設

を増やす
子どもの遊び場を増やす

子供を育てやすい環境をつ
くる

ベビー用品がある店を増や
す

ベビー用品が売っているお
店を増やす

小さい子供でも遊べる場所
を増やす

子育ての支援をする

ベビールームや公園を増や
す！育てやすい町をつくる

子どもを育てるのによい環
境づくり

子供が学ぶ施設を整える

のびのび育つ。自然を保つ

空き家をなくす

空き家を新しい家にする

空き家をつぶして木をふや
す

空き家は破壊する

空き家をリフォームする 使わない家を売る

空き家をなくす 空き家を売る

空き家を売ったりする 空き家を減らして、新しい
家をたてる

空き家を少なくする

空き家がなくなるようにす
る

空き家を合コン施設にする

家を捨てたら罰をあたえる

空き家をへらすためにむだ
に家をつくらない

空き家をこわし農業のため
の土地にする

家をリサイクルする。家→
売る→買う→つかう

空き家をリフォームしてま
た住めるようにする

家を作り過ぎないようにす
る

空き家に住む。誰も住まな
かったら、崩す

空き家にも人が住むように
する‼

建て替えたり壊したり、家
を違う場所に建て替える

人が入居できる場所をもっ
と増やす必要があると思い
ます

空き家を利用し、新しい建
物をつくる

空き家を壊し新しい建物を
つくる

空き家を個人の店を営業し
たい人に貸す

スラム街の人々を空き家な
どに入居させる‼

お金や家がない人に空き家
を提供する

空き家を減らす

あまり空き家を作らないよ
うにする

家が買えないような人には
そうする人には保護する

空き家をリフォームしてお
手ごろな価格で売る

廃校になった学校を部活動
などで使用する!!

古い家は解体し使える物は
リサイクルする

空き地を利用する

交通を楽にする(電車など)
道路を整備してどんな人も
通りやすくする

交通手段を増やす無駄な道路をつくらない
近い場所は自転車移動を義
務化する

交通整備をよくする 16号の交差点でスクランブ
ル交差点を再現する‼

車を使わず人力車をつかう

子育て中の人が相談し合え
る場をつくる

まちづくり

交通

空き家・空き地

広報・PR

財政 その他

買い物できる街

おしゃれな街
遊べる街

住みやすい街

バリアフリーな街

子育てしやすい街

凡例 1年A組 1年B組 2年B組2年A組

1班

2班

3班

4班

5班

6班



34.3 47.5 18.2

説明が分かりやすかった

とてもそう思う 少しそう思う どちらともいえない あまりそう思わない 全くそう思わない

34.0 43.0 21.0

1.0

1.0

使いやすかった

30.0 47.0 21.0 2.0

画面が見やすかった

38.0 42.0 18.0

1.0

1.0

脱炭素を楽しく勉強できた

30.0 48.0 16.0 4.02.0

どうすれば脱炭素が実現できるのか理解できた

54.0 30.0 14.0 2.0

脱炭素を実現するにはどの位お金がかかるかが理解できた

中学生向けワークショップの効果

政策提言は、学年別の各学級に戻って検討
したが、中学校1年生でも、遜色なく具体的
な政策検討ができた。

地域課題の解決と一緒に考えることができ
た。

全体で560件（28件/班）の提言がなされた。

CNSについては、「画面の見やすさ」「使い
やすさ」については3割以上が「とてもそう
思う」と回答しており、「少しそう思う」
と合わせると8割の生徒が「見やすい」「使
いやすい」と感じている。また約8割が「ど
うすれば脱炭素が実現できるのか」「脱炭
素にかかるお金」が理解できたとしており、
一定の教育効果が確認された。
谷田川ルミ(2021)「脱炭素政策検討支援ツールの学校教育への導
入と効果」『環境科学会2021シンポジウム報告要旨』

2019/10/15 西之表市役所A班

2019年10月9日、
15日 鹿児島県
西之表市役所職
員向けワーク
ショップ成果物

④ その他の脱炭素未来ワークショップの成果物



2019/10/15 西之表市役所B班

2019年10月9日、
15日 鹿児島県
西之表市役所職
員向けワーク
ショップ成果物

2021年
4月

30日

脱炭素

ご
み・
廃棄
物

食品ロス

脱プラスチック

省エネ

再エネ

自動車の脱炭素

ごみ拾い

ごみ箱

ポイ捨て防止

ボトルtoボトル

再利用
ごみ分別

ごみ減量

3R

葛飾区立水元中学校
での脱炭素未来ワー
クショップは、中学
3年生全員（113名）
を対象として実施し
た。

未来カルテ説明（40
分）温暖化説明（20
分）カーボンニュー
トラルシミュレータ
体験（20分）のあと、
課題の書き出し、提
言の書き出しを行っ
た。

全体説明は体育館で
実施、模造紙を囲ん
でのアイディア出し
は、3班ずつ3組に分
かれて実施した。



緑・二酸化炭素固定

コロナ

人口

高齢化

植林・植樹

出生率向上
結婚促進

子育て支援

転入促進

育児と労働

高齢者の労働

健康促進

介護

医療・看護

空き家・空き地

交通

街づくり

防災・水害

温暖化適応策（水害以外）

環境保全

耐震
台風

水害

品種改良

熱中症

伝染病

空き家

公園

住宅

防犯

動物

川をきれいに



凡例 ＜3年1組＞

＜3年2組＞

＜3年3組＞

1班

2班

3班

4班

5班

6班

1班

2班

3班

4班

5班

6班

1班

2班

3班

4班

5班

6班

中学生
の「い
いね
シー
ル」
傍聴者
の「い
いね
シー
ル」

イベント

教育

産業

財政

行政
その他

青春

めざす
社会

国際交流・外国人労働

雇用

伝統技術・情報 つながり
農業

農地

SDGs

給料働き方改革

千葉市夜間講座脱炭素未来ワークショップ
（2021.10.27,11.10,11.17）

維持管理の面積を小
さくしていく

住宅専用の地区をし
ぼり、コンパクトに

住む場所を少なくし
てそれ以外に再エネ
導入

新築の一戸建て禁止

高齢者を1か所に集中
させる

化石燃料税制の拡大

市役所スリム化

紙を買わない（プリ
ンタ廃止）

オンライン・オー
ダーシート細分化

社会人の再教育の場
を作る

企業の誘致

テクノロジー導入助
成金

市内雇用
水素バスの利用

事業統合・経営統合

シェア

自動運転

公共交通利用向けポ
イント制度

EV/CVバス導入支援
助成

道路運送法の改正

バス社会をもっと活
かす

快適な自動車社会

TOD型都市開発

道路の拡幅

バリアフリーUDの
推進

ラッピングバス

公務員の民間登用

１区２議員

公務員の首切り

木材（県産材）の活
用

官民協働

公共施設の利活用
（ex.廃校を道の駅
に）

空き家をつぶす

民間企業との連携強
化

BCP

民間施設避難所指定
制度

地域マクログリッド

蓄電・蓄熱スマート
技術

ZEBの推進

DX 技術継承

介護サポート広域連
携

多夫多妻制の導入

地域共働雇用の流動化

技能実習生の利活用

ESG金融 ESG投資・金融

クラウドファンディ
ングの活用

ESGに特化した
NISA・ファンド創設

市内通貨の発行・給
付

子どもを育てやすい
町

STEAM専化教員の配
置

子育て世帯への支援

地域を活用した保育

子育て世帯の税軽減

田んぼのオーナー制
度

新規就農支援（生活
支援）

農家を始める人への
補助

森林確保条例制定

程よさをもっと全庁
的に推す

経営支援

保護区（調整区域・
生産緑地）

魅力ある第１次産業
への改善

革新的技術への助成
金、奨励金

人口を増やさない

子供３人目以降に
￥10,000,000！

都市機能の範囲を狭
める

コンパクトシティ

市役所のスリム化

高齢者の労働をしや
すく

高齢者施設の充実

若い夫婦の子育て環
境を改善

介護室の効率化補助

海外の問題を勉強す
る取り組みを増やす

他自治体との協力他都市との連携強化

国際友好都市連携

自助・共助・公助・
互助の教育

建築物に対する災害
対策の義務化

避難所ルール徹底

宇宙へ
次世代の教育、「ス
マート技術」への理
解

再生可能エネルギー
利用の強化

再エネ・ZEB/ZEH
等導入補助

ZEB/ZEH法制

再生可能エネルギー
を増やす

温暖化を見すえた作
物を名物に

廃棄有料化を厳しく
する

再エネ調達

耕作放棄地に太陽光

ゴミ分別徹底

食品ロスを事業者・
住民が減らす取組

廃棄物の教育

空き家に太陽光

人員を必要としない
行政

STEAM教育

公共交通

人口・子育て
支援

経済

脱炭素・再エネ・省エネ

テクノロジー教育

まちづくり

農業・林業

災害対策

高齢者・介護

ごみ・廃棄
物

市役所・行
政

高齢者の生きがい創
出

１班
２班
３班

全世代でのIT化 AI等技術の活用

RPA AI/ロボット

千葉市夜間講座脱炭素未来ワー
クショップの全体スケジュール

第1日 脱炭素未来ワーク
ショップの趣旨／千葉市未来カ
ルテを見る
・ なぜ、地域の未来予測に基
づく政策立案が求められている
のか
・ 何もしない未来を描く「未
来カルテ」

第2日 千葉市におけるカーボ
ンニュートラルの可能性を考え
る
・ 気候危機の状況
・ 脱炭素に向けた動き
・ カーボンニュートラルシ
ミュレーターを使ってみる

第3日 将来あるべき姿を考え
て政策提言を考える
・ 将来の千葉市の姿を考える
・ 今から行うべき政策を考え
る

それぞれ18:30-20:00の90分



むろと脱炭素未来ワークショップ（2022.2.22） 市職員班成果物

課題 提言

新型コロナウイルス対策のため、オンラインで実施した（室戸高校生向けのワークショップと同時開催）。
未来カルテ説明（50分）、温暖化説明（30分）、カーボンニュートラルシミュレータ体験（30分）のあと、課題と提言を整理。
アイディアはアンケートフォームで書き出し、オンライン付箋紙サイトのMIRO上で整理。

脱炭素未来ワークショップの効果

・ 温暖化対策実行計画区域施策編について、単にパブリックコメントを求めるよりも、多様
かつ多くの意見が集められることがわかった。これは、長期的な課題について「自分ごと化」
するための仕掛けとして、未来カルテやカーボンニュートラルシミュレーターが機能したもの
と考えられる。

・ 中学1年生であっても十分に意見を提出することができることも確認できた。

・ カーボンニュートラルシミュレーターについては、高齢の参加者でも取り扱うことができ
ることが確認できた。

・ 未来カルテ情報とともにインプットすることによって、地域課題の解決と合わせて脱炭素
を検討することができるようになった。



6．気候変動気象データ提供システム
同封CD-ROM 「 」気象データ提供システム.xls 

（1）気候変動気象データ提供システムとは

気象庁が公開している過去40年間の気象データを、全国
760の主要観測所について入手し、そのデータから、平均
気温、年降水量、一時間値の年間最大降水量の3つの項目
について、トレンド（回帰直線の傾き）を算出するととも
に、グラフ化するプログラムです。

その際、対象となる市町村が、どの観測所のデータを参照
すればよいかを簡易に把握できるようにしました。調べた
い市町村の市町村コードを入力すれば、参照すべき観測所
の候補が複数示されます。その観測所のコード番号を入力
すれば、上記のデータが入手できる仕組みです。

もととなるデータは、気象庁の過去の気象データ
https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/ を使用しています



（2）気候変動気象データ提供システムの使い方

調べたい自治体の自治体コードを黄色いセルに入力してください。

その自治体内に存在する主要観測所数とその名前・観測所コード、その自治体が属する地域（北海道・沖縄
は気象予測区分、他は都道府県）に存在する主要観測所数とその名前・観測所コードが自動で表示されます。

step1

調べたい観測所の観測所コードを青いセルに入力してください。step2

その観測所の1981年から2020年までの40年間の観測データに基づき、その観測所の年平均気温、年降水量、
1時間降水量の最大値の3つのデータについて、過去の変化がグラフ化されるとともに、その回帰直線の傾き
が示されます。

各自治体の温暖化対策や適応に関する計画に活用してください。step3

結果のグラフを画像で取り込んで各自治体の関連計画づくりに活用してください。なお、適応策に関する情
報源については、気候変動気象データ提供システムに掲示しています。

7．RE-CODE 地域資源データ可視化ツール



（1）RE-CODE 地域資源データ可視化ツールとは

RE-CODEは、地域に存在する資源と、それを活用した脱炭素や資源循環に資する技術とのマッチングや導入
効果の評価を支援し、社会実装を加速することを目指して開発を進めているウェブアプリケーションです。

「RE」はResource(資源)、Region(地域)、Renewables(再生可能資源)などの意味を、「CODE」はCo-design(共
にデザインする)とプログラムとしてのCodeの意味を含んだものとして名付けました。

現在は再生可能エネルギー(再エネ)のポテンシャルと設備導入実績の可視化機能が利用可能です。将来的に
は、技術マッチング機能、技術導入シミュレーション機能、導入効果の評価機能などを開発し、利用可能と
していく計画です。（2022年2月28日時点）

Copyright© 東京大学「プラチナ社会」総括寄付講座、東京大学未来ビジョン研究センター地域システム設計研究ユニット

2022年3月上旬公開予定 https://re-code.app/

（2） RE-CODE 地域資源データ可視化ツールの使い方

① 都道府県単位で情報を見る
最初に都道府県を選択します。リスト、地図のどちらからでも選択可能です。

都道府県のサマリー（概要）が表示されます。表示される主な情報は以下です。
・再生可能エネルギー導入状況
・導入ポテンシャル内訳
・導入量年次推移
（それぞれの詳細は上記の項目リンクまたはRE-CODEの画面上の(i)マークをクリック）

Copyright© 東京大学「プラチナ社会」総括寄付講座、東京大学未来ビジョン研究センター地域システム設計研究ユニット



② 市町村単位で情報を見る
導入ポテンシャルの表示
都道府県サマリー画面で「市区町村別表示」タブをクリックすると、その都道
府県の全市区町村別の導入ポテンシャルが一覧で表示されます。

導入量の表示
「導入量を表示」をクリックすると、その都道府県の全市区町村別の再エネ
設備導入量が一覧で表示されます。。

単一の市町村の表示
市町村別表示画面の下部にある「市町村で見る」プルダウンメニューから、目的の
市町村を選択すると、単一の市町村の導入ポテンシャルと導入量年次推移が表示さ
れます。表示される項目は都道府県サマリと同じです。

複数の市町村の比較
「選択した自治体を比較する」の市町村名に複数チェックを入れて［比較］ボタン
をクリックすると、それらの情報が表示されます。カード表示とグラフ表示が選択
できます。
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（3） RE-CODE 地域資源データ可視化ツールの内容

RE-CODEでは以下のデータを使用しています。

① 再生可能エネルギー導入ポテンシャル
再生可能エネルギー情報提供システム【REPOS（リーポス）】（環境省）よりデータを集約し、グラフを作
成。太陽光発電にはレベル3ポテンシャルを適用。http://www.renewable-energy-
potential.env.go.jp/RenewableEnergy/

② 固定価格買取制度(FIT)発電設備導入量
再生可能エネルギー電子申請サイト（経済産業省資源エネルギー庁）よりデータを集約し、グラフを作成。
https://www.fit-portal.go.jp/
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